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旭川医科大学 

４．高度先端医療を開発し、広範囲な地域医療を高質化するとともに国際的な医療の発展

に貢献する。 
○ 大学の概要  

５．大学と社会との連携を活発化し、社会に開かれた大学として地域社会に貢献する。  

６．他の国立大学法人との再編・統合・連合の在り方について引続き検討する。 （１）現況 

７．中期目標の達成状況を踏まえ、目標を適宜見直す。   ① 大学名 

         国立大学法人旭川医科大学 

  

（３）大学の機構図  ② 所在地 

２ページから４ページを参照       北海道旭川市 

  

   ③ 役員の状況 

     学長名  吉田晃敏（平成１９年７月１日～平成２３年６月３０日） 

    理事数  ４名 

    監事数  ２名 

 

 ④ 学部等の構成 

    学 部  医学部 

    研究科  医学系研究科 

 

 ⑤ 学生数及び教職員数 

    学部学生数  ８４２人 （うち留学生０人） 

    大学院生数  １２１人 （うち留学生７人） 

    教員数    ２７１人 

    職員数    ７３５人 

 

 

（２）大学の基本的な目標等 

医療の質の向上、地域医療への貢献を推進するため、高い生命倫理観を有し高度な実践

的能力を有する医療職者を育成する。同時に、生命科学に関する先端的な研究を推進し、

高度な研究能力を持つ研究者を育成する。 
このような役割を果たすため、国立大学法人旭川医科大学（以下「本学」という。）の

中期目標は、以下のとおりとする。 
１．創造的意識が高い個性的な大学創りに努める。 
２．人間性豊かな高い倫理観を有し、多様な資質を有する医療職者を養成する。 
３．先端的医科学の発展に貢献し、新たな先端医療への基盤を形成する。 
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旭川医科大学

・

・

・

・

・

・

別記４ 別記６

副学長

監査室

学科目（１１学科目） 中央診療施設等（２２施設）

解剖学講座 歴史・哲学 臨床検査・輸血部
大学改革
担当

平成１９年度
組　織　図

国立大学法人旭川医科大学 旭川医科大学

別記１

医学部 医学科 基礎医学講座 (別記１） 基礎医学講座（９講座）

臨床医学講座 (別記２）
生理学講座 心理学 手術部

医療・地
域医療担
当

寄附講座 (別記３） 生化学講座

看護学科 看護学講座
研究担当 病理学講座

社会学 放射線部

薬理学講座 数学 材料部

数理情報科学 病理部

入試・評
価担当

一般教育 学科目 (別記４） 微生物学講座 物理学 救急部

集中治療部

総合診療部

法医学講座

寄生虫学講座

健康科学講座

生命科学 周産母子センター

教育・学
生担当
(4名)

学長補佐
中央診療施設等

化学

生物学

学長選考会議

(別記６）

病院 診療科 (別記５）

英語 経営企画部
医療安全管理部

遠隔医療センター

治験支援センター

教育研究評議会

内科学講座 第一内科 地域医療連携室

ドイツ語 卒後臨床研修センター

診療科（１７診療科） 理学療法部

国際交
流・産学
連携担当

感染制御部

遺伝子診療カウンセリング室

点滴センター

地域医療総合センター

役員会

看護部 別記２ 別記５ 光学医療診療部

薬剤部

精神医学講座 第二内科 臨床工学室医学専攻
学長

大学院 医学系研究科 博士課程

修士課程

理事
図書館

小児科学講座 第三内科

入学センター

整形外科学講座 小児科

看護学専攻
外科学講座 精神科神経科

整形外科

腫瘍センター

教育センター 動物実験施設

皮膚科学講座 第一外科 緩和ケア診察室

泌尿器科学講座 第二外科

放射性同位元素研究施設

耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座 皮膚科経営協議会
教授会

産婦人科学講座 泌尿器科

保健管理センター 実験実習機器センター

眼科学講座

情報処理センター

監事

放射線医学講座 眼科

復職・子育て・介護支援
センター

麻酔・蘇生学講座 耳鼻咽喉科

学内共同利用施設

脳神経外科学講座 産科婦人科

(４頁参照）

臨床検査医学講座 放射線科

歯科口腔外科学講座 麻酔科蘇生科総務課 (４頁参照）

救急医学講座 脳神経外科

歯科口腔外科
企画評価課 (４頁参照）

 総務部

研究支援室

契約室

会計課 (４頁参照）

別記３
施設課 (４頁参照）

寄附講座（３講座）

眼組織再生医学講座

人工関節講座

 教務部 図書館情報課 (４頁参照）

事務局 病院事務部

医療支援課 (４頁参照）

経営企画課 (４頁参照）

入試課 (４頁参照）

診療技術部
臨床医学講座（１６講座）

学生支援課 (４頁参照）

施設マネジメント室
消化管再生修復医学講座

大学運営会議
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旭川医科大学

・

・

・

・

・

・

：前年度からの変更

平成２０年度
組　織　図

旭川医科大学

別記７ 別記１０ 別記１２

副学長 医学部 医学科 基礎医学講座 (別記７） 基礎医学講座（９講座） 学科目（１１学科目） 中央診療施設等（２３施設）

解剖学講座 歴史・哲学 臨床検査・輸血部
大学改革
担当

臨床医学講座 (別記８）
生理学講座 心理学 手術部

医療・地
域医療担
当

寄附講座 (別記９） 生化学講座

看護学科 看護学講座
研究担当 病理学講座

社会学 放射線部

薬理学講座 数学 材料部

数理情報科学 病理部

入試・評
価担当

一般教育 学科目 (別記１０） 微生物学講座 物理学 救急部

健康科学講座 集中治療部
病院 診療科 (別記１１）

寄生虫学講座 生物学 総合診療部
学長補佐

中央診療施設等 (別記１２）

化学

法医学講座 生命科学 周産母子センター

教育・学
生担当
(4名)

英語 経営企画部
医療安全管理部

ドイツ語 卒後臨床研修センター

国際交
流・産学
連携担当

感染制御部 遠隔医療センター

治験支援センター
薬剤部

地域医療総合センター

看護部 別記８ 別記１１ 光学医療診療部

臨床医学講座（１６講座） 診療科（１７診療科） 理学療法部
診療技術部

内科学講座 第一内科 地域医療連携室

学長
大学院 医学系研究科 博士課程 医学専攻 精神医学講座 第二内科 臨床工学室

小児科学講座 第三内科 遺伝子診療カウンセリング室

修士課程 看護学専攻
外科学講座 精神科神経科 点滴センター

理事
図書館

整形外科学講座 小児科 腫瘍センター

入学センター 皮膚科学講座 第一外科 緩和ケア診察室

泌尿器科学講座 第二外科 呼吸器センター
教育センター 動物実験施設

眼科学講座 整形外科

経営協議会
教授会

保健管理センター 実験実習機器センター 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座 皮膚科

産婦人科学講座 泌尿器科
学内共同利用施設 放射性同位元素研究施設

放射線医学講座 眼科

監事 脳神経外科学講座 産科婦人科復職・子育て・介護支援
センター 臨床検査医学講座 放射線科

歯科口腔外科学講座 麻酔科蘇生科

情報処理センター 麻酔・蘇生学講座 耳鼻咽喉科

総務課 (４頁参照）

歯科口腔外科
研究支援室

企画評価課 (４頁参照）

救急医学講座 脳神経外科

眼組織再生医学講座

施設マネジメント室

人工関節講座

 総務部

会計課 (４頁参照）

別記９

経営企画課 (４頁参照）

契約室

寄附講座（５講座）

消化管再生修復医学講座

施設課 (４頁参照）

医工連携総研講座

事務局 病院事務部

心血管再生・先端医療開発講座

医療支援課 (４頁参照）

監査室

入試課 (４頁参照）

学生支援課 (４頁参照）

 教務部 図書館情報課 (４頁参照）

(４頁参照）

学長選考会議

教育研究評議会

役員会

国立大学法人旭川医科大学

大学運営会議
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旭川医科大学

教

務

部

課長補佐 入試課

図書館
情報課

学生係
課長補佐

学生係 課長補佐

図書館総務係
情報管理係
情報サービス係 情報サービス係

入試課 課長補佐 入学試験係 入学試験係

図書館総務係
図書館
情報課

教

務

部

学　生
支援課

学　生
支援課

大学院・留学生係
課長補佐 教務係

大学院・留学生係

情報管理係

患者支援係
診療記録係

課長補佐
教育企画係

教務係
教育企画係

課長補佐

医療福祉係
医療福祉係

患者サービス係

医　療
支援課

収納係

収納係

地域連携係

医　療
支援課

課長補佐

外来係

外来係
課長補佐

患者サービス係
医療安全係

病

院

事

務

部

経営戦略係 経営戦略係
病

院

事

務

部

医療情報係 医療情報係

医事係 医事係

入院係

入院係

経　営
企画課

経　営
企画課

課長補佐 課長補佐

施設課

省エネルギー推進係 （施設マネジメント室）

病院庶務係 病院庶務係

課長補佐
機械整備係 機械整備係

施設課 電気整備係 電気整備係

患者給食係

施設企画係 施設企画係

課長補佐
建築整備係 建築整備係

課長補佐
（契約室） 医療物品係 医療物品係 （契約室）
課長補佐 契約第二係 契約第二係

契約第一係

課長補佐課長補佐

検収センター
事務情報係 事務情報係
検収センター

会計課会計課
調達係 調達係 （経理担当）（経理担当）

総

務

部

会計総務係 会計総務係
課長補佐 課長補佐

財務企画係 財務企画係
（財務担当） （財務担当）

財務決算係

企　画
評価課点検評価係 点検評価係

総

務

部

財務決算係
経理係 経理係
出納係 出納係

卒後臨床研修係

企　画
評価課

企画係 企画係

課長補佐 課長補佐
労務管理係 労務管理係

人事第一係

（研究支援室）

人事第二係 人事第二係

総務課
産学連携係 産学連携係

広報調査係 広報調査係
課長補佐

研究協力係 研究協力係

課長補佐
一般教育事務係 一般教育事務係

総務課
（研究支援室）

課長補佐

課長補佐

平成２０年度事務組織 平成１９年度事務組織

監査室 監査係 監査係 監査室室長補佐

課長補佐

課長補佐

※　係名等のアンダーラインは新設

課長補佐 施設マネジメント係 施設マネジメント係 課長補佐
（施設マネジメント室） 省エネルギー推進係

看護学科事務係

診療記録係
医療安全係

総務係

人事第一係

卒後臨床研修係

契約第一係

患者給食係

地域連携係

総務係
秘書係 秘書係

法規係 法規係

看護学科事務係
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旭川医科大学 

○ 全体的な状況   

本学の基本的な目標として「医療の質の向上と地域医療への貢献を推進する高度な実践的能力

を有する医療職者」と「先端的な研究を推進する高度な研究能力を持つ研究者」の育成を掲げ、

その実現に向け設定した基本的な目標に沿って、平成２０事業年度の実施状況について総括する。 
 

１. 創造的意識が高い個性的な大学創りに努める。 

平成１９年７月の学長交替に伴い、理事及び副学長の担当業務を見直すとともに、副学長を 
３名から４名に増員、また、新たに学長補佐を５名配置して執行体制を強化し、「学ぶ喜び、研究

する喜び、働く喜びに満ちた活力ある大学」を創るべく、「旭川医科大学の新生ビジョン」を公表

し、「スピード」「先取り」「共有」をキーワードに大学改革の方向性を示した。 
学内の重要事項は、毎週開催する大学運営会議（学長、理事、副学長、図書館長、学長事務総

括の７名で構成）で迅速に方針を決定し、各種委員会、事務部門などと連携して企画・立案し、

役員会・経営協議会・教育研究評議会・教授会等で審議の上、実施する体制を採っている。 
我が国で唯一本学に設置されている「遠隔医療センター」では、「患者や医師が移動せず医療情

報を動かす」をモットーに、遠隔医療システムを利用して、国内外５０超の医療機関とネットワ

ークを形成し、リアルタイムでの手術指導や術中迅速病理診断（テレパソロジー）などによる地

域医療への貢献、また、総務省が推進する「アジア・ブロードバンド計画」のプロジェクトに参

画し、東南アジア諸国との間で世界初の手術の高画質立体動画の伝送実験に成功させるなど、先

端的な遠隔医療技術の研究開発を通して国際遠隔医療にも貢献している。 
平成１８年度に導入した学長預かり教員制度は、各講座の教員の退職を前提としていたことか

ら、教員人事の流動化を妨げる要因として顕在化してきたため、これを廃止し、必要とする部署

に再配分した。また、病院におけるポストの任務や職責の重大性を鑑み、手術部、病理部及び呼

吸器センターに教授を配置し、人事の適正化を進めた。 
教育研究活動の支援事業の一環として、平成２０年７月に、文部科学省の第２次国立大学等施

設緊急整備５か年計画等を踏まえて、講座面積の再配分を含む教育研究環境の整備及び共用スペ

ースの確保（改修面積の２０％）等を基本方針とした「総合研究棟（いわゆる基礎臨床研究棟）

改修整備計画」（Ⅲ期計画）に基づき、第Ⅰ期分（６,２３０㎡／１３,８９０㎡）の改修に着工し

た。 
学生等の経済的支援を目的に創設した、看護学科学生に対する奨学資金制度、大学院学生に対

する奨学金制度及び初期臨床研修医に対する研修資金貸与制度の運用を平成２０年４月から開始

した。 
病院長が座長で、学外から登用した学長特別補佐を加えた職種横断的な組織「病院改革にかか

るタスクフォース（平成１９年９月設置）」に、学長、副学長等がオブザーバーとして毎回参加

し、本院の基本理念・目標を踏まえて、中期的な、在るべき姿について明確にすべく「旭川医科

大学病院グランドデザイン」を策定した。その「アクションプラン」に基づき、メディカルクラ

ーク等の配置、大型診断機器の導入等外来診療体制の整備、入退院センターの試行的運用、道北

ドクターヘリ誘致への協力・支援及び救命救急センター取得に向けた検討などを行った。また、

診療科ごとに目標値（患者数、病床稼働率、平均在院日数、診療単価、診療費用請求額等）を設

定し、当該目標の達成に向け協力要請を行い、当該目標の達成状況について、毎月開催の病院運

営委員会等で報告するとともに、当該状況が思わしくない診療科には、病院長から適宜協力を要

請するなど、病院収入の確保に努めた。その結果、対前年度１０億１千万円増の１４６億４千万

円（附属病院収益）の大幅な増収を達成した。 
医師又は看護師等の復職及び就業後の育児又は介護に関する支援を目的とした「旭川医科大学

復職・子育て・介護支援センター（略称：二輪草センター）」を設置し、また、「育児短時間勤務

制度」の導入及び「育児部分休業制度」の取得対象児の年齢の引上げを行うなど、育児等を必要

とする職員のサポート体制の充実を図った。 
このように、学長のリーダーシップの下、創造的意識が高い個性的な大学創りに努めている。 
 

２. 人間性豊かな高い倫理観を有し、多様な資質を有する医療職者を養成する。 
教育及び学生支援体制では、基礎医学講座、臨床医学講座、看護学科及び一般教育の４部門の

それぞれに「教育・学生」担当の学長補佐を配置し、きめ細かな学生対応に努めている。 
特に、1 年次からチュートリアル教育を開始し、自学自習の態度を育成するとともに、早期体

験実習、僻地医療実習、クリニカルクラークシップなどを取り入れた少人数・体験型のカリキュ

ラムを展開し、実践的臨床能力の養成に努めている。また、教養教育の充実により人間性・生命

倫理観・協調性の涵養に努めるとともに、英語教育を充実して国際コミュニケーション能力の向

上も図っている。 
一方、学生による授業評価について、評価内容の大幅改訂を含む抜本的な見直しを行い、学長

への評価結果の報告とともに、評価の低い教員に対してFD行事等への参加推奨を行うこととした。 

平成２１年度のカリキュラムの全面改正に向け、平成１９年度に策定した「教育改革のグラン

ドデザイン」との整合性を考慮しつつ、 

医学科では、 

①自学自習の態度を身につけるチュートリアル教育の充実、 

②医師としての職業倫理観を養う早期体験実習の充実、 

③研究者としての視点を養う「医学研究」科目の新設 

また、看護学科では、 

①地域貢献への関心を深め、コミュニケーション能力を磨く「早期体験実習」の導入、 

②看護実践力の強化に向けた実習時間の増、 

③「対人関係」、「家族看護」、「医療安全」など、時代のニーズを先取りした基礎科目の充実、 

等にウエイトをおいて改正を行った。 
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入試改革では、アドミッション・ポリシーに沿った学生を獲得し、地域医療への貢献を推進す

るため、学長のリーダーシップの下、平成２１年度入試から「ＡＯ入試北海道地域枠」を導入し、

前年度入試から導入した「地域枠推薦入試」と合わせ、入学定員の約５０％を道内出身者枠とし

た。その結果、平成２１年度入学者の概ね７割を道内出身者が占めた。また、アドミッション・

ポリシーの周知徹底に取り組むほか、より地域医療に関心を持つ受験生を増やすため、入学セン

ターに「高大連携推進部会」を設置し、道内の高等学校への出前授業や説明会を実施した。さら

に、平成２０年度の文部科学省「質の高い大学教育推進プログラム」に採択された「高大病連携

によるふるさと医療人育成の取組」の事業の一環として、平成２１年２月に高大連携の枠を越え

た高大病連携合同シンポジウム等を開催した。また、医学科の平成２１年度入学定員について、

国の「緊急医師確保対策（平成１９年５月３１日政府・与党）」に基づき７名を、さらに「経済財

政改革の基本方針２００８（平成２０年６月２７日閣議決定）」に基づき５名を増員し、１００名

から１１２名に改定した。 

診療科等の臨床研修担当教員で構成する卒後臨床研修センターでは、各診療科における研修指

導を踏まえた連絡調整を定期的に行い、より充実した研修指導に努めるとともに、平成２１年 

２月には、副センター長を１名から３名に増員し、センター機能の強化を図った。 

初期臨床研修では、厚生労働省が定めた「臨床研修プログラムに関するモデル事業実施要綱」

に基づき、初期臨床研修のモデル事業に係る特別コースが採択され、また、全国では唯一、眼科

の特別プログラムが認められた。 

後期臨床研修では、文部科学省の「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」に、北海道大学、

札幌医科大学、東京慈恵会医科大学に本学を加えた４大学間で横断的に実施するプログラムが採

択され、後期臨床研修プログラムの充実を図るとともに、平成２１年３月には、指導医養成ワー

クショップを開催し、指導医の育成を行った。 

 
３. 先端的医科学の発展に貢献し、新たな先端医療への基盤を形成する。 

高度な研究及び地域に密着した研究を推進するために、「独創性のある生命科学研究プロジェク

ト」を立ち上げ、学内公募により選定された研究プロジェクトに対し、学長裁量経費から研究費

を助成し、その研究成果は、ウェブサイト等を通して社会へ発信している。 
知的財産部門の強化及び知的財産の創出では、独立行政法人工業所有権情報・研修館の「大学

知的財産アドバイザー派遣事業」により派遣された専門家を客員教授として登用するとともに、

リエゾンオフィスに知的財産マネージャーを配置して知的財産基盤を確立し、学内の研究シーズ

発掘及び知的財産に関する啓発活動として研究室訪問を実施したほか、（独）科学技術振興機構 
（ＪＳＴ）の「重点地域研究開発推進プログラム（シーズ発掘試験）」に１８件を申請した。一方、

知的財産管理体制の整備・充実に向け、知的財産ポリシーの策定などに取り組んだ。 
病院の腫瘍センターを核としたがん相談支援センターの設置、緩和ケアの充実や研修の実施な

ど、がん診療の院内体制を整備したことが認められ、平成２１年度から地域がん診療連携拠点病

院の指定を受けた。 
平成１９年度に、高度の知識・技量・研究能力を備えた研究者及び医療職者を育成するために、

大学院博士課程を４専攻から１専攻に改組し、「研究者コース」及び「臨床研究者コース」を設定

した。平成１９年度・平成２０年度と、入学定員を上回る学生を受け入れた。 
先端医療の研究開発に向け、平成２０年４月から寄附講座として「医工連携総研講座」を、平

成２０年９月から「心血管再生・先端医療開発講座」を設置するとともに、平成１７年度以降に

設置した「消化管再生修復医学講座」、「眼組織再生医学講座」及び「人工関節講座」の延長を決

定した。 
文部科学省「がんプロフェッショナル養成プラン」の採択に伴い、平成２０年度から博士課程

にがん専門医養成コースとして、がん薬物療法専門医養成プログラム及び放射線専門医養成プロ

グラムを、また、修士課程にがん看護専門看護師養成コースを設置した。 
国際交流事業の体制整備の一環として、平成２１年５月のオープンを目途に、職員宿舎Ｂ棟の

一部を転用し、家族用居室（１室）、単身用居室（６室）及び談話室を備えた国際交流センターを

自己財源で整備した。 
平成１９年度に採択された文部科学省の「橋渡し研究支援推進プログラム」において、プログ

ラム機関である北海道大学、札幌医科大学及び本学による統合機関として「北海道臨床開発機構」

を組織し、「ゆるむ事のない人工関節開発へのブレークスルーの橋渡し研究」及び「エキノコック

ス症の新規診断キットの開発」について、シーズ研究の支援事業を進めている。 
 

４. 高度先端医療を開発し、広範囲な地域医療を高質化するとともに国際的な医療の発展に貢

献する。 

遠隔医療システムを利用して国内外の５０超の医療機関とネットワークを形成し、リアルタイ

ムでの手術の指導や術中迅速病理診断（テレパソロジー）などの遠隔診断を実施した。また、平

成２０年５月にＧ８主要国首脳会議「北海道洞爺湖サミット」の開催に先立ち、総務省が進める

「アジア・ブロードバンド計画」の第一弾プロジェクトとして、本学の遠隔医療センターを介し

て日本・シンガポール共和国・タイ王国の３カ国を結んで実施した、手術の高画質立体動画の伝

送実験「３Ｄ－ＨＤバーチャル眼科シンポジウム」を、国内外メディアを対象としたプレスツア

ーで紹介し、国際遠隔医療の先端的取組事例として注目を集めた。 

平成２０年１０月には、韓国で開催された「第１７回国際熱帯医学・マラリア会議」の主要シ

ンポジウムとして、「日本学術振興会アジア・アフリカ学術基盤形成事業による人畜共通条虫症シ

ンポジウム」を開催するなど、寄生虫感染症対策で、発展途上国との寄生虫領域における積極的

な協力関係を築き、アジアのリーダーとして役割を果たしている。 

国際協力機構（ＪＩＣＡ）の委託事業として、「母子保健Ⅱコース」研修を４０日間にわたって

実施し、アジア、中南米、大洋州、アフリカの１１カ国から保健師、助産師、看護師等１２人を、

同じく「アフリカ地域 地域保健担当官のための保健行政コース」研修を３０日間にわたって実
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施し、アフリカの４カ国から行政官、医師、看護師等８名を受け入れた。 

 

５. 大学と社会との連携を活発化し、社会に開かれた大学として地域社会に貢献する。 

平成２０年５月に、学外から登用した「地域連携・社会貢献」担当の理事が中心となって進め

てきた、市内４大学・１短大・１高専の教育機関が、旭川市とともに連携して地域活性化を目指

す「旭川ウエルビーイング・コンソーシアム」を結成し、地域の協働戦略として人と地域の健康

度が高められるウエルビーイング（住民の身体的・精神的・社会的な健康）社会の達成を目指し

活動している。 
地域社会の知的啓発活動の一環として、本学の教職員が自治体等の求めに応じて講演する「派

遣講座」は、１６０名の講師と２５０を超える多様な講座テーマを用意するとともに、地域や社

会のニーズに柔軟に応える取組が高く評価され、平成２０年度は、過去最高の９７講座を開講し

た。その他にも、公開講座として前期は看護・介護の体験型講座を、後期は医学知識に関する講

演型講座、また、ＩＣＴを活用した双方向による講演会「北海道メディカルミュージアム」を、

遠隔医療センターをキーステーションに、北海道内の自治体等複数の会場をインターネット回線

で結んで開催し、地域の医療従事者や住民に向け、身近な医療に関する知識や情報を提供した。 
道北地域へのドクターヘリ誘致に向け、自治体や地域医療機関との連携を推進するとともに、

ドクターヘリ運行の協力病院として、ヘリポートや格納庫等救急医療体制の整備等を決定し、誘

致に成功した。 
図書館において「医学古文書（メディカル・アーカイブス）展示」の一環として、東京帝國大

学医科大学講義ノートや古今の人体解剖図、江戸後期の蘭方医、宇田川玄真の業績など医学資料

の展示会を４回にわたって開催し、一般市民にも公開した。新聞、テレビ等メディアにも取り上

げられ多くの市民が観賞した。 
 
以上、中期計画の全体的な進捗状況は、十分に達成されていると判断した。 
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 項 目 別 の 状 況   

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化 

① 運営体制の改善に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 効果的な組織運営に関する基本方針 
  学長のリーダーシップの下で、機動的な大学運営を遂行できる運営体制を整備するとともに、教員と事務職員等との連携を強化する。 
○ 戦略的な学内資源配分の実現等に関する基本方針 
  適正な経営戦略に立った運営、学内資源配分の実現を目指す。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【９３】 
○ 学長を中心とした役員会等の構成員、規模

等運営体制の改善点、問題点を検証し、必要

に応じ見直しを行う。 
 

【９３】 

○ 学長を中心とした役員会等の構成員、規模

等運営体制の改善点、問題点を検証し、必要

に応じ見直しを行う。 
 

Ⅲ

 

学長、副学長４名、図書館長及び学長事務総括で構成する「大学運営会議」を毎週

開催し、学長の下で重要事項について迅速に対応している。 

また、学長補佐５名により、学長の企画・立案等を補佐している。 

 

 

【９４】 
○ 各種委員会の見直しを行い、必要に応じ構

成員に事務職員を加え、委員会等の運営改善

を図る。 
 

【９４】 
○ 各種委員会の見直しを行い、必要に応じ構

成員に事務職員を加え、委員会等の運営改善

を図る。 

 

Ⅲ

 

統廃合を含めた委員会等の在り方などの観点から見直しを行った。 

また、知的財産アドバイザー及び知的財産マネージャーが、関係委員会等に参画し

ている。 

 

 

【９５】 
○ 平成１６年度末までに、将来性、期待され

る効果、地域医療への貢献度等を勘案しつ

つ、戦略的な学内資源配分を図る体制を確立

する。 
 

【９５】 
○ 適正な経営戦略に立った学内資源配分の

体制の下、設備整備マスタープラン等に基づ

き、効率的な設備投資等を行う。 
 

Ⅲ

 

設備整備マスタープラン等に基づき、必要性、緊急性、病院収入の収納状況を勘案

し、学長裁量経費により低温プラズマ滅菌器、Ｑスイッチルビーレーザー治療器、眼

内レーザー光凝固装置等を、病院長裁量経費で自動細菌検査システム、聴音検査シス

テム、アルゴンプラズマ凝固装置等を整備した。また、引き続き病院経営コンサルタ

ント会社の協力を得て、診療材料経費の節減を図った。 

 

 

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化 

② 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等に関する基本方針 
教育研究の進展や社会的要請に応じ、適切な評価に基づき、教育研究組織の弾力的な設計と改組転換を進める。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【９６】 
○ 教育研究組織の見直しの方向性 

学部・大学院組織を見直し、教員の適正配

置を検討する。併せて学内共同利用施設の組

織の見直しを行う。 
 

【９６】 

○ 教育研究組織の見直しの方向性 

  将来構想検討委員会で取りまとめた教育

研究組織の見直しの方向性に係る基本方針

に基づき、その具体化について、引き続き検

討する。 

 

Ⅲ

 

実験実習機器センターの組織の在り方等を検討するために、同センター改革ＷＧを

設け、検討している。 

 

 

 ウェイト小計  
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旭川医科大学 

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化 

③ 人事の適正化に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 教員の流動性を向上させるとともに、教員構成の多様化を推進する。 
○ 事務職員の専門性の重視と人事交流の促進を図る。  
○ 研修制度の充実を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 

イト 

【９７】 
○ 教育研究分野の職に任期制を導入するこ

とについて、早期に結論を得る。 
 

【９７】 

（年度計画なし） 
  

 

教員の任期制の適用率は、平成１９年度末の６３％から平成２１年３月現在で 

７１.７％と向上している。 

 

 

【９８】 
○ 女性教員の割合を増加させる方策を検討

する。 
 

【９８】 
○ 女性教員の割合を増加させる方策を検討

する。 

 

Ⅳ

 

職員が、子育てをしながら安心して働くことができる環境を整えるため、次のとお

り取り組んだ。 

（１）平成２０年４月から、小学校就学前の子を養育している職員に対して、育児短

時間勤務の制度を導入した。また、部分育児休業の制度の対象者を、３歳までの

子を養育している職員から小学校就学前の子を養育している職員に拡大した。 

（２）平成１９年度に設置した復職・子育て・介護支援センター（略称：二輪草セン

ター）において、以下のような復職・子育て支援を実施した。 

①「医師・看護師子育て支援セミナー」の定期的な開催 

②職員に対する病児一時預かりの実施 

③小学校低学年の夏休み・冬休み時の学童保育サポートの一環としてキッズス

クールの実施 

   ④登録された休業または休業予定の医師に対する、自学支援を行う復職支援の

実施 

 

 

【９９】 
○ 法人間での教員の流動化を図るため、人事

運営上の条件整備を進める。 
 

【９９】 
○ 法人間での教員の流動化を図るため、人事

運営上の条件整備について検討する。 

 

Ⅲ

 

教員の流動化を図るための一方策として導入した教員の任期制について、平成２１

年３月現在で７１.７％の教員に適用している。 
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 

イト 

【１００】 
○ 職員の適性を考慮し、専門的能力を有した

人材を育成する。また、組織及び職員個々の

活性化のため、他機関との人事交流を積極的

に行う。 
 

【１００】 
○ 職員の適性を考慮し、専門的能力を有した

人材を育成する。また、組織及び職員個々の

活性化のため、他機関との人事交流を図る。

 

Ⅲ

 

（１）引き続き、事務局職員（課長以下の事務職員）を対象として、事務局長ヒアリ

ングを平成２０年１２月から平成２１年１月に実施した。 

（２）他機関との人事交流を以下のとおり行った。 

人事交流該当者：受入２０名（部課長１０名を含む）、出向１名 

 

 

【１０１】 
○ 教室系事務職員の再配置を検討する。 
 

【１０１】 
○ 教室系事務職員の事務局への配置換を３

年計画の最終年度として実施する。 

 
Ⅲ

 

教室系事務職員の事務局への配置換計画の３年目（最終年）として、平成２０年４

月に５名を事務局等へ配置換し、３年間の計画である合計１２名の教室系事務職員の

再配置を完了した。 

 

 

【１０２】 
○ 接遇研修及び監督者研修を含む各種研修

に積極的に参加させ、職員の資質の向上を図

るとともに、研修指導者を早急に養成する。 
 

【１０２】 

○ 接遇研修及び監督者研修を含む各種研修

に積極的に参加させ、職員の資質の向上を図

るとともに、研修指導者を早急に養成する。

 

Ⅲ

 

（１）診療情報管理士を養成するため、同資格取得を目的とした専門講座への受講を

本学の研修として位置づけ、現在１年目１名、２年目１名の計２名が受講してい

る。 

（２）人事院北海道事務局主催による「セクシュアル・ハラスメント相談員セミナー

及び苦情相談に関する担当者研修会」「中堅係員研修」「係長研修」「給与実務初任

者等研修」「勤務時間・休暇制度等研修会」に計７名、北海道地区国立大学法人等

の「初任職員研修」「中堅職員研修」「係長研修」「会計研修」「事務情報化講習会」

「人事事務研修」に計２２名、国立大学協会主催の「部長級研修」「課長級研修」

に計２名、国立大学財務・経営センター主催の「若手職員勉強会」「病院若手職員

勉強会」「医事ワークショップ」に計５名、文部科学省主催の「看護学教育指導者

研修」「看護管理者講習会」「リスクマネジャー研修」「治験コーディネーター養成

研修」「医療技術関係職員研修」「栄養士研修」「地球観測衛星データ利用セミナー」

に計９名、さらに外部機関等が主催する専門的な研修（パワハラ・セクハラに関

する相談事例から学ぶ実践講座、情報システム研修、教務事務研修会、厚生補導

事務研修会、学生指導研修会、病院事務専門研修、保健師助産師看護師実習指導

者講習会、イギリス看護管理研修、結核医療研修会、主治医研修、エイズ治療拠

点病院医療従事者海外実地研修、医学教育セミナー、診療参加型臨床実習導入の

ためのクリニカルクラークシップ指導者養成ワークショップ、ＰＢＬテュートリ

アルワークショップ）に計２３名参加させた。また、放送大学を利用した自己啓

発研修を１４名が受講している。 

（３）ＦＤに関する研修の一環として、以下のとおり実施した。 

①平成２０年７月にＦＤ講演会「スモールグループに対するコミュニケーション
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 

イト 

スキル」を開催し、教職員・学生１２４名が参加した。 

②平成２０年９月にＦＤワークショップ「授業改善のワークショップ」を開催し、

教員２４名が参加した。 

③平成２１年２月にＦＤワークショップ「学生を育むためのコーチング」を開催

し、教職員９２名が参加した。 

（４）平成１９年度に引き続き、コ・メディカル職員の研修参加の意欲を高め、資質

の向上を図るため、研修に係る経費は大学が全額負担とした。 

（５）主任としての立場と責務を自覚させ、職務に対する知識を深め、問題解決能力

の向上を図るため「主任等研修」を平成２０年１１月に実施し、１６名が受講し

た。 

（６）ＯＪＴにより職員の資質向上を図るため、仕事の指導的立場である職員に対し、

「部長級研修」「課長級研修」「係長研修」「看護学教育指導者研修」「看護管理者

講習会」「診療参加型臨床実習導入のためのクリニカルクラークシップ指導者養成

ワークショップ」等に参加させるとともに、「主任等研修」を実施し、指導者の教

育を行った。 

 

 ウェイト小計  
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旭川医科大学 

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(1) 業務運営の改善及び効率化 

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 事務組織の見直しを図り、体制を整備する。  
○ 業務の外部委託等を積極的に活用する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１０３】 
○ 事務組織の見直しを図り、必要に応じて再

編・統合するなどの体制を整備する。 
 

【１０３】 

○ 事務組織の見直しを図り、必要に応じて再

編・統合するなどの体制を整備し、職員の効

率的配置を進める。 

 

Ⅲ

 

（１）事務局から独立した学長直轄の内部監査部門を、より中立、公正及び透明性を

確保し、法人業務全体の内部監査体制を強化するため、監査係員の兼務体制を、

平成２０年４月から係長、主任の専任体制に改編した。 

（２）平成２０年９月１日から経営企画課経営管理係を１名増員し、経営改善・分析

機能の強化を図った。 

（３）患者支援の充実を図るため、医療支援課に患者支援係を新設した。また、収納

業務の強化のために課長補佐を1名増員するとともに、医療支援の充実のために

係の再編を行った。 

（４）看護学科事務係を総務課から学生支援課に変更し、学生サービスの充実を図っ

た。 

 

 

【１０４】 
○ 業務の外部委託等について調査を行い、積

極的に推進する。 
 

【１０４】 

○ 業務の外部委託等について、契約の集約

化、複数年契約など、継続的・積極的に推進

する。 

 

 
Ⅲ

 

（１）平成２０年度の請負契約に当たっては、新たに、構内機械設備等管理業務、医

療機器等洗浄滅菌業務、学術情報データベース「ＳＣＯＰＵＳ」について複数年

契約を実施した。 

（２）平成２１年度以降の清掃業務について、再度、複数年契約を継続することとし

た。 

（３）平成２１年度の請負契約の更新に当たっては、各担当部署で仕様内容の見直し

を行った。 

 

 

ウェイト小計   
ウェイト総計  
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〔ウェイト付けの理由〕 
 
 
 
 
 

 

 
 



旭川医科大学 

（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等       ○「診療助教」制度の創設 
 地域の医療機関への医師供給を目的とした、北海道との「地域医療支援医師派遣に関する協定」

に基づき、北海道からの委託費により、本学が直接医師を雇用する「診療助教」制度を創設した。 １．特記事項 

  

○初期臨床研修医研修資金貸与制度の創設 ○大学院学生に対する新たな奨学金支給制度の創設 

  医師確保対策の一環として、初期臨床研修医の待遇改善を図るため、道内企業からの寄附を活

用し、研修終了後の一定期間を本学の定める地域医療機関において診療に従事した場合には、研

修資金の返還を免除する「研修資金貸与制度」を新設し、貸与を開始した。 

大学院学生の教育・研究支援対策として、平成２０年度入学生から、授業料半額相当分の奨学

金の支給を開始した。 

 

○看護学科学生に対する奨学資金貸与制度の創設  

○ 医師又は看護師等の復職及び就業後の育児又は介護に関する支援を行う「旭川医科大学復職・

子育て・介護支援センター（略称：二輪草センター）」では、以下のような事業を行っている。 
 看護学科の学生に対し経済的な支援を行うことを目的として、本学卒業後直ちに、本学病院に

常勤の看護職員として勤務した場合は、勤務月数に相当する月数分の返還を免除する「奨学資金

貸与制度」を創設し、１０８名の学生に貸与した。 ① 休業中の医師、看護師を対象とした、５段階の復職支援研修プログラムの実施。 
② 職員の子どもが急病時などで早退する場合、業務を引き継ぐ間、子どもを一時的に預かる

「病児一時預かり室」の実施。 
 

○ドクターヘリ関連施設の整備 

③ 看護師の子どもが急病時で勤務を休む場合、バックアップナースが代理の勤務を行う「バ

ックアップナースシステム」の実施。 
  「道北ドクターヘリ運航調整研究会」から、格納庫、給油施設等の建設用地の候補地として、

協力病院である本学に申し入れがあり、格納庫、給油施設等の敷地を本学が提供することとした。

また、ヘリポートについては、本学が整備する。 ④ 子育て・介護支援コーディネーターによる、子育て、介護及び就業上の悩み相談カウンセ

リングの実施。  

⑤ 旭川市内の子育て支援施設・介護施設、学童保育施設、地域の子育てボランティアの利用

の橋渡し業務。 
○旭川ウェルビーイング・コンソーシアムの設立 

平成２０年５月に、本学を含む市内４大学・１短大１高専の高等教育機関が、旭川市とともに

連携して地域活性化を目指す「旭川ウェルビーイング・コンソーシアム」を結成し、地域の協働

戦略として人と地域の健康度が高められるウェルビーイング社会を達成するよう活動を行って

いる。 

⑥ 子どもの夏休み、冬休み期間中でも安心して就労できるよう、職員の子どもを対象にした

学童保育サポート「キッズスクール」の開催。 
⑦ 子育て支援セミナーの開催（平成２０年度は６回開催）。 
二輪草センターの活動の一つである「復職支援研修プログラム」を活用して、女性医師２名が

医療現場に復職し、看護師７名が、同プログラムを活用して育児休業から復帰した。 

 

○夏季休暇からリフレッシュ休暇への移行 
 職員の福利厚生の充実及び健康増進の観点から、特に病棟看護師等交代制勤務者の要望に応え

て、従来の取得期間を６月から１０月に限定した「夏季休暇」を、通年での取得を可能とした「リ

フレッシュ休暇」に移行し、職員の特別休暇の円滑な取得と業務負担の軽減を図った。 

○ 育児・介護のため時間的制約を受ける医師の就業を支援するため、医員（医師）の採用枠に、

多様な勤務形態で短時間勤務が可能な二輪草枠を設けた。 

  

 ○ 小学校就学前の子どもを養育する職員を対象とした、育児短時間勤務制度を導入し、また、育

児部分休業制度の取得対象の子どもの年齢を、満３歳から小学校就学前までに対象範囲を拡大し

た。 
２．共通事項に係る取組状況 （業務運営の改善及び効率化の観点） 

 

 ● 戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。 

＊企画立案部門の活動状況、具体的検討結果、実施状況 ○ 平成１９年１月から２４時間開設の保育所を設置し、育児を行う職員が働きやすい環境を整え

ている。 ○活動状況（開催回数） 

・役員会     年間１２回    ・経営協議会  年間４回   

 ・教育研究評議会 年間１３回    ・大学運営会議 年間４５回 
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旭川医科大学 

○初期臨床研修医研修資金貸与制度の創設 ○主な審議決定事項及び実施状況 
 ・初期臨床研修医研修資金貸与制度の創設   医師確保対策の一環として、初期臨床研修医の待遇改善を図るため、道内企業からの寄附を活

用し、研修終了後の一定期間を本学の定める地域医療機関において診療に従事した場合には、研

修資金の返還を免除する「研修資金貸与制度」を新設し、貸与を開始した。 
 ・７：１看護体制の整備 
 ・夏季休暇からリフレッシュ休暇への移行 
 ・旭川ウェルビーイングコンソーシアムの設置 ○大学院学生に対する新たな奨学金支給制度の創設 

 ・看護学科学生に対する奨学資金貸与制度の創設 大学院学生の教育・研究支援対策として、平成２０年度入学生から、授業料半額相当分の奨学

金の支給を開始した。  ・手術部及び呼吸器センターへの准教授配置の決定 
 ・医学部講師（学内）の発令に当たっての定数制限及び学位条件の廃止 ○看護学科学生に対する奨学資金貸与制度の創設 
 ・招へい教員制度の新設  看護学科の学生に対し経済的な支援を行うことを目的として、本学卒業後直ちに、本学病院に

常勤の看護職員として勤務した場合は、勤務月数に相当する月数分の返還を免除する「奨学資金

貸与制度」を創設し、１０８名の学生に貸与した。 

 ・寄附講座（心血管再生・先端医療開発講座）の設置 
 ・広報体制の充実 
 ・学術情報データベース（SCOPUS及びWeb of Science）の導入 ○教室系事務職員の計画的配置換 

 ・医学科入学定員の増員（１０７人→１１２人）   講座等に配置している教室系事務職員を、計画的（平成１８年度から平成２０年度の３年計画

の最終年度）に事務局に配置換し、人的資源の効率的な配置を図った。  ・学生リーダーシップ賞の制定 
○７：１看護体制取得のための看護師確保に向けての取組  ・遠隔医療システムを利用した画像診断料及び術中迅速病理診断料を担当部署の研究費として一

部還元  看護師確保のための方策として、平成１９年度から任期を付さない常勤職員として採用するこ

とにより、引き続き看護師を増員し、平成２０年５月から看護配置基準の上位加算（７：１）を

取得した。 

 ・中央診療施設等の各部長の選考方法の見直し 
 ・学長預かり教員制度の廃止 
 ・「診療助教」制度の創設 ○学長預かり教員制度の廃止 

 ・国際交流センターの設置   これまでの学長預かり教員制度は、各講座から教員が退職した場合に１名ずつ拠出することと

なっていたため、これが教員人事の流動化を妨げる要因となっていたことから、これを廃止し、

必要とする部署に再配分した。 

 ・非常勤職員の雇用年数の長期化 
 ・保健管理センターへの教授配置の決定 
 ・ドクターヘリ関連施設の整備の決定 ○保健管理センターへの教授配置の決定 

 ・病院食堂の建築及びコンビニエンスストアの設置を決定 保健管理センターの本学における重要性に鑑み、准教授ポストを教授ポストに格上げして配置

することを決定した。  ・技術専門員の設置 
 ・道内７大学資金共同運用の決定 ○手術部及び呼吸器センターへの准教授の配置 

  手術部及び呼吸器センターには教授１名しか配置されておらず、両部署の体制の充実を図るた

め、准教授のポストを配置した。 

 

＊法令や内部規則に基づいた手続きにしたがって意思決定されているか 

○ 役員会、経営協議会、教育研究評議会、大学運営会議は下記規程に基づき審議を行っている。 ○「診療助教」制度の創設 
 ・国立大学法人旭川医科大学役員会規程 地域の医療機関への医師供給を目的とした、北海道との「地域医療支援医師派遣に関する協定」

に基づき、北海道からの委託費により、本学が直接医師を雇用する「診療助教」制度を創設した。  ・国立大学法人旭川医科大学経営協議会規程 
・国立大学法人旭川医科大学教育研究評議会規程 ○非常勤職員の雇用年数の長期化 
・旭川医科大学大学運営会議規程   非常勤職員の雇用契約の更新に当たっては、業務の必要性のほか、職員の能力・適性を考慮す

ること、また、医師や看護師等の専門性の高い職種や、本学の業務に精通した職員を活用する観

点から、これまで原則３年としていた雇用期間を５年とし、さらに、特に学長が認めた場合は、

５年を超えて雇用契約を更新することができるよう、就業規則を改正した。 

 

 

● 法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。 

＊法人の経営戦略に基づく学長裁量経費・人員枠やその他の戦略的配分経費の措置状況  
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＊学士・修士・博士・専門職学位課程ごとに収容定員の９０％以上を充足させているか ○コ・メディカル職員の研修経費支援 

  コ・メディカル職員の資質の向上を図り、また、研修参加への意欲を高めるため、引き続き研

修に係る経費を、大学が全額負担した。 

○ 学士課程（医学科・看護学科）の充足率は９９.１％であり、基準を満たしている。 

○ 修士課程については、オープンキャンパスを継続して開催するなどにより、充足率は 

○遠隔医療システムを利用した画像診断料及び術中迅速病理診断料を研究費として還元 １１５.６％となり、平成２０年度においても収容定員を満たした。 

  平成２０年４月から、遠隔医療システムを利用した画像診断料及び術中迅速病理診断料の一部

（５０％）を研究費として当該部局へ還元した。 
○ 博士課程については、平成１７年度から継続して、収容定員の充足率の向上に向けて組織的に

取り組んでいる。特に、平成２０年度入学者から、経済的負担を軽減するため、授業料の半額相

当を奨学金として支給する制度を創設するなど、改善に向けて積極的に取り組んだ結果、平成 ○研究費の傾斜配分 
  教育研究基盤校費の配分に当たり、教育・研究・診療・社会貢献に関する活動状況について貢

献度評価を行い、その結果に基づいて傾斜配分を行った。 
２０年度の充足率は９３.３％となり、法人化後初めて、基準を満たした。 

 

○道内７大学資金共同運用  

● 外部有識者の積極的活用を行っているか。  平成２１年３月に道内各国立大学法人の連名で「北海道地区国立大学法人の資金の共同運用に

係る協定書（Ｊファンド）」を締結し、スケールメリットを活かした資金の共同運用に参画した。 ＊外部有識者の活用状況 

○ 役員会は構成員５名のうち教育関係から１名を、経営協議会は構成員１０名のうち経済界から

２名、法曹界、医療関係、金融界から各１名の合計５名を、教育研究評議会は構成員１５名のう

ち教育関係から１名を学外から登用し、大学運営の透明性、公正性を確保するとともに、外部有

識者の意見を積極的に取り入れるよう努めている。 

 

 

● 業務運営の効率化を図っているか。 

＊事務組織の再編・合理化等、業務運営の合理化に向けた取組実績 

○ 科学研究費システムを更新したことにより、財務会計システムとの連携が可能となり、科学研

究費補助金の支払い業務の軽減化を図った。 

○外部コンサルタントの活用 

 学長がマニフェストとして掲げた「病院運営の改革」にあるグランドデザインの策定などに向

け、学長特別補佐として登用した外部コンサルタントを、病院経営にも参画させることで、病院

運営の効率化と財政基盤の強化を図った。 

○ 平成２０年９月から経営企画課経営管理係を１名増員し、経営改善・分析機能の強化を図った。 

○課長補佐及び係長の公募制の導入 

  事務局職員の組織運営に対するこれまで以上の積極的、能動的な関与を促進し、もって各職員

のモチベーションをさらに高めるとともに、組織に対する一体感の醸成や組織の活性化を図るこ

とを目的として、課長補佐及び係長の登用について、公募制を導入した。 

○知的財産アドバイザーの活用 

  独立行政法人工業所有権情報・研修館の「大学知的財産アドバイザー派遣事業」により派遣さ

れた専門家を、客員教授として登用し、学内の研究シーズ発掘及び知的財産に関する啓発のため

の研究室訪問や、知的財産ポリシーの策定に際し助言を受けるなど、知的財産管理体制の整備・

充実に向け、積極的に活用した。 

○広報体制の充実 

  専門業者の支援を受けながら、大学のホームページを順次刷新した。また、大学ホームページ

のトピックスにタイムリーな情報を掲載するとともに、各種バナーを設け、情報発信に努めた。  

＊経営協議会の審議状況及び運営への活用状況  

○ 経営協議会は年間４回開催し審議している。 ＊各種会議・全学的委員会等の見直し、管理運営システムのスリム化・効率化等、管理運営の効率

化に向けた取組実績 ○活用状況 
○ 統廃合を含めた委員会等の在り方などの観点から見直しを行った。 年度計画、予算・決算、概算要求事項等の審議を行い、予算の効率的な運用、決算ベースによ

る適正な会計処理、今後の経営方針等について貴重な意見をいただき、本学の運営に活用してい

る。 
また、知的財産アドバイザー及び知的財産マネージャーが、関係委員会等に参画している。 

○内部監査体制 
  内部監査に当たり、監査の視点や監査事項を事前に検討するため、監査の都度、監査要項（マ

ニュアル）を作成し、監査員が共通の目線で効率的な監査及び調査を実施している。 
 

 

● 監査機能の充実が図られているか。  

＊内部監査、監事監査、会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況  

● 収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。 ○内部監査 
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 ・平成２０年度内部監査計画に基づき、①競争的資金の獲得に伴う適正な管理及び効率的な使用

状況（科学研究費補助金、共同研究、受託研究など）及び寄附講座の運営状況、②旅費及び謝

金の支給状況、③時間外勤務の改善状況、④毒物・劇物の管理体制等、⑤給与簿（勤務時間管

理を含む。）、⑥旭川医科大学学術振興後援資金の管理状況、⑦エネルギー等の節減状況、⑧入

学料・授業料の免除及び徴収の猶予、⑨学術成果リポジトリの構築について、内部監査を実施

した。 

  内部監査の結果に基づき、時間外勤務の縮減に係る啓発及び毒物・劇物の適正管理に向けた周

知徹底の強化など、法人運営に活用している。 
 

 

● 男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。 

＊男女共同参画に関する具体的な取組指針や計画等の策定、男女共同参画推進のための組織の設置

等、学内での男女共同参画推進に向けた取組状況 ・会計規程に基づき、予算の執行及び財務会計経理が適正に行われているかについて、定期監査

を実施した。 ○ 医師又は看護師等の復職及び就業後の育児又は介護に関する支援を行う「旭川医科大学復職・

子育て・介護支援センター（略称：二輪草センター）」を平成１９年１０月に設置し、同センタ

ーの運営及びこれに関連する企画立案等について、「旭川医科大学医師・看護師等の職場定着及

び復帰支援推進委員会（略称：二輪草プラン推進委員会）」を毎月開催し審議している。 

・国家公務員共済組合法施行規則に基づき、組合支部の業務及び財産について、定期監査を実施

した。 
・文部科学省及び独立行政法人日本学術振興会から配分された科学研究費補助金について、適正

な使用の確保の観点から、概ね２０％を無作為に抽出し、監査を実施した。  二輪草センターでは、主に以下のとおり活動している。 
① 休業中の医師、看護師を対象とした、５段階の復職支援研修プログラムの実施。 ○監事監査 
② 職員の子どもが急病時などで早退する場合、業務を引き継ぐ間、子どもを一時的に預かる

「病児一時預かり室」の実施。 
  本法人の業務全体について、運営上の課題、問題点等の重要性や緊急性を考慮して平成２０年

度監事監査計画として、①年度計画の進捗状況及びその達成状況、②アドミッション・ポリシー

に沿った優秀な学生の確保に向けた取組と地域医療に貢献する医療職者の養成に向けた教育活

動の調査、③資産の運用や外部資金の獲得、未納診療債権の徴収など、歳入の増加や病院材料費

率の低減などの経費の節減を通した経営安定に向けた取組、④研究活動及び知的財産を有効に活

用した、地域社会の活性化及び産業の振興を図るための取組、⑤事務・事業の簡素化、効率化及

び省力化に向けた取組についての業務監査及び会計監査を実施した。 

③ 看護師の子どもが急病時で勤務を休む場合、バックアップナースが代理の勤務を行う「バ

ックアップナースシステム」の実施。 
④ 子育て・介護支援コーディネーターによる、子育て、介護及び就業上の悩み相談カウンセ

リングの実施。 
⑤ 旭川市内の子育て支援施設・介護施設、学童保育施設、地域の子育てボランティアの利用

の橋渡し業務。   また、臨時監査として、検体の目的外使用の事例に関し、大学が行った調査、処分、再発防止

対策に関する一連の処理についての監査を実施した。 ⑥ 子どもの夏休み、冬休み期間中でも安心して就労できるよう、職員の子どもを対象にした

学童保育サポート「キッズスクール」の開催。 ○会計監査人による会計監査 
⑦ 子育て支援セミナーの開催（平成２０年度は６回開催）。   会計監査人の監査は、①４回の期中監査、②診療材料等の実地棚卸しの立会、③現金・預金実

査、④期末決算監査などを実施して、適正な財務会計に関する助言やフォローアップを行った。  

＊女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況 ○監事、会計監査人及び監査室の連携 
○ 二輪草センターの活動の一つである「復職支援研修プログラム」を活用して、女性医師２名が

医療現場に復職した。 
  監事、会計監査人及び監査室は、監事監査又は会計監査人の期中監査、期末決算監査時におい

て、内部統制の整備、運用状況やその問題点等について意見交換を行った。 
  また、看護師７名が、同プログラムを活用して育児休業から復帰した。 ○監事の諸会議等への出席 
   監事は、法人の運営組織である役員会、経営協議会、教育研究評議会、教授会、病院運営委員

会等の重要な会議に積極的に出席し、大学の教育研究の運営状況等を観察するなどして、業務の

改善に資することに努めている。 
＊仕事と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた取組状況 

○ 平成１９年１月から２４時間開設の保育所を設置し、育児を行う職員が働きやすい環境を整え

ている。 ○五者懇談会 
○ 小学校就学前の子どもを養育する職員を対象とした、育児短時間勤務制度を導入した。 平成２０年１２月に、法人の経営者（学長、理事）、監事、会計監査人、監査室及び事務局関

係部署との五者懇談会を実施し、①今年度の経営に当たっての計数目標値、②設備投資方針、③

経営指標等についての本法人の経営方針・経営戦略に関する情報交換を行った。 

○ 育児部分休業制度の取得対象の子どもの年齢を、満３歳から小学校就学前までに対象範囲を拡

大した。 
○監査結果の法人運営への活用 ○ 二輪草センターでは、主に以下のとおり活動している。 
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① 休業中の医師、看護師を対象とした、５段階の復職支援研修プログラムの実施。 
② 職員の子どもが急病時などで早退する場合、業務を引き継ぐ間、子どもを一時的に預かる

「病児一時預かり室」の実施。 
③ 看護師の子どもが急病時で勤務を休む場合、バックアップナースが代理の勤務を行う「バ

ックアップナースシステム」の実施。 
④ 子育て・介護支援コーディネーターによる、子育て、介護及び就業上の悩み相談カウンセ

リングの実施。 
⑤ 旭川市内の子育て支援施設・介護施設、学童保育施設、地域の子育てボランティアの利用

の橋渡し業務。 
⑥ 子どもの夏休み、冬休み期間中でも安心して就労できるよう、職員の子どもを対象にした

学童保育サポート「キッズスクール」の開催。 
⑦ 子育て支援セミナーの開催（平成２０年度は６回開催）。 

○ 育児・介護のため時間的制約を受ける医師の就業を支援するため、医員（医師）の採用枠に、

多様な勤務形態で短時間勤務が可能な二輪草枠を設けた。 
 

 

● 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

＊当該項目における具体的指摘事項に関する対応状況 

○大学院博士課程の充足率向上に向けての取組 

大学院博士課程の充足率不足に関しては、平成１７年度から継続して、収容定員の充足率の向

上に向けて組織的に取り組んでいる。特に、平成２０年度入学者から、経済的負担を軽減するた

め、授業料の半額相当を奨学金として支給する制度を創設するなど、改善に向けて積極的に取り

組んだ結果、平成２０年度の充足率は９３.３％となり、法人化後初めて、基準を満たした。 

 

 



旭川医科大学 

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(2) 財務内容の改善 

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 科学研究費補助金等の外部研究資金、その他の自己収入の増加を図る。 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１０５】 
① 競争的資金獲得のため、文部科学省科学研

究費補助金の申請を各教員１件以上行う。 
 

【１０５－１】 
① 競争的資金獲得のため、文部科学省科学研

究費補助金の申請を各教員１件以上行う。 
 

Ⅲ

 

文部科学省科学研究費補助金制度に関する説明会において、本学所属の日本学術振

興会学術システム研究センター研究員による講演、ホームページによるＰＲ及び講座

等への積極的な働きかけなどを行った結果、特定領域研究２件、新学術領域研究１件、

基盤研究（Ａ）２件、基盤研究（Ｂ）１８件、基盤研究（Ｃ）１１３件、挑戦的萌芽

研究４５件、若手研究（Ｓ）２件、若手研究（Ａ）２件、若手研究（Ｂ）７０件、奨

励研究４件の計２５９件を新規で申請した。他に継続が４０件あり、合計２９９件を

申請した。 

 

 【１０５－２】 
② 外部資金獲得増加の方策として、教育・研

究の支援を目的とした募金活動を継続する。

 

Ⅲ

 

学術振興後援資金の募金活動を継続しており、平成２１年３月末現在、募金件数 

８５３件、募金額５６,８０９千円、支援額２１,８８６千円、資金残額３４,９２３千

円である。 

 

【１０６】 
② 外部資金獲得増加の方策として、相談体制

を整備し、また、公募外部資金に関する応募

対象者に対する説明会を随時行う。 
 

【１０６】 
③ 公募外部資金に関する応募対象者に対す

る相談体制を強化するとともに、説明会を行

う。 
 Ⅲ

 

（１）競争的資金の獲得と科学研究費補助金の採択率の更なる向上を目指し、平成 

２０年９月に科学研究費補助金の担当係である総務課研究協力係と本学所属の日

本学術振興会学術システム研究センター研究員の教員により、科学研究費補助金

制度の概要、平成２０年度科学研究費補助金の要点、使用上の留意事項及び研究

計画書の書き方のポイント等についての説明会を開催した。 

（２）平成２１年２月に公募事業説明会として、産業技術研究助成事業（ＮＥＤＯ）

と（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）の「重点地域研究開発推進プログラム（シ

ーズ発掘試験）」の学内説明会を開催した。 

 

 ウェイト小計  
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旭川医科大学 

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(2) 財務内容の改善 

② 経費の抑制に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 管理的経費の見直しを行い、効率的・効果的な運用を図るとともに経費の抑制に努める。 
○ 「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１０７】 
○ 事務組織の再編・事務等の効率化により、

管理的経費の抑制に努める。 
 

【１０７】 
○ 事務組織の再編・事務等の効率化により、

管理的経費の抑制に努める。 

 

Ⅲ

 

（１）内部監査の結果については、学長に報告し、是正又は改善措置を講ずる必要が

ある場合は、被監査部署の長に通知するとともに、事務局各課の課長補佐以上で

構成している定例の事務連絡会議においても報告するなど改善事項を共有し、経

費の抑制に努めている。 

   また、時間外勤務の内部監査を実施し、労働法の基準もあることから、各課の

ヒアリングを行って、時間外勤務の縮減に向けた意識啓発を行った。 

（２）経費削減策等検討プロジェクトチームの検討内容をもとに、次のとおり経費の

抑制に努めた。 

  ・業務請負契約に係る複数年契約、契約の集約化、業務内容などについて検討し、

請負契約に当たっては、複数年契約を新たに３件実施した。 

  ・便所、ロッカー室などに人感センサーを設置した。 

  ・病院長補佐会議など一部会議で、電子メールにより議事要旨を配付した。 

  ・電子入札システムによる入札説明書の配付を開始した。 

  ・事務用図書及び購読新聞を見直した。 

（３）科学研究費システムを更新したことにより、財務会計システムとの連携が可能

となり、科学研究費補助金の支払業務の軽減化を図った。 

 

 

【１０８】 
○ 総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成 
２１年度までに概ね４％の人件費の削減を

図る。 

【１０８】 
○ 総人件費改革の実行計画を踏まえ、概ね

１％の人件費の削減を図る。 
 

Ⅲ

 

原則として、定年退職後の後任及び一部職種の欠員については不補充としており、

１％の人件費削減をクリアした。 

 

 

 ウェイト小計  
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旭川医科大学 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(2) 財務内容の改善 

③ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 大学が保有する資産（土地、建物、設備等）の効率的・効果的な運用の基本方針 
  資産の運用管理にあたっては、増収の観点で常に見直しを行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１０９】 
○ 資産の効率的・効果的運用を図るための具

体的方策 
共同利用施設の研究用スペースに対する

課金制度の導入等収入増を図る。 
 

【１０９】 
○ 資産の効率的・効果的運用を図るための具

体的方策 
  共同利用施設の研究用スペース等に対す

る課金制度を導入し、施設の有効利用を促進

する。 

 

Ⅲ

 

新設の寄附講座、心血管再生・先端医療開発講座のスペースについて課金した。（平

成２０年９月１日～平成２３年８月３１日） 

また、平成２１年３月までの設置期間であった寄附講座（消化管再生修復医学講座

及び人工関節講座）の存続期間が平成２２年３月３１日まで延長されたため、引き続

きこのスペースに課金することとした。 

 

 

ウェイト小計   
ウェイト総計  

 
 
〔ウェイト付けの理由〕 
 
 
 
 
 

 

 
 



旭川医科大学 

（２） 財務内容の改善に関する特記事項等       ○寄附講座の新規開設及び延長 

 平成２０年４月から「医工連携総研講座」(寄附金受入額：５００,０００千円／５年、客員教

授１名、特任准教授１名、特任講師１名、特任助教２名) を、平成２０年９月から「心血管再生・

先端医療開発講座」（寄附金受入額：８１,０００千円／３年、特任准教授１名、特任講師１名）

を設置した。また、平成１７年４月から開設していた寄附講座「消化管再生修復医学講座」及び

「眼組織再生医学講座」、平成１８年４月から開設していた「人工関節講座」の３講座を延長し

て設置することを決定した。 

１．特記事項 

 

○病院収入の確保 
  病院長のリーダーシップの下、毎年実施している「病院長ヒアリング」において、診療科ごと

に目標値（患者数、病床稼働率、平均在院日数、診療単価、診療費用請求額等）を設定するとと

もに、当該目標の達成に向けて協力要請を行った。また、当該目標の達成状況については、毎月

開催の病院運営委員会等に報告し、当該達成状況が思わしくない診療科には、病院長から改善方

策等について適宜協力要請を行った。 

 

２．共通事項に係る取組状況 （財務内容の改善の観点） 

 

● 財務内容の改善・充実が図られているか。   また、平成１８年度から「看護師確保プロジェクトチーム」を組織するなど看護師確保に全学

的に取り組み、平成２０年５月に看護配置基準の上位加算（７：１看護体制）を取得した。 ＊経費の節減、自己収入の増加、資金の運用に向けた取組状況 
○経費の節減 これらの結果、平成２０年度の病院収益は、診療報酬のマイナス改定にもかかわらず１４６億

４千万円となり、前年度比で１０億１千万円の大幅な増となった。 ・経費削減策等検討プロジェクトチームの検討内容をもとに、次のとおり経費の抑制に努めた。 
・業務請負契約に係る複数年契約、契約の集約化、業務内容の分析などについて検討し、請負

契約に当たっては、複数年契約を新たに３件実施した。 
 

○資金の運用 

 ・便所、ロッカー室などに人感センサーを設置した。 平成２１年３月に道内各国立大学法人の連名で「北海道地区国立大学法人の資金の共同運用に

係る協定書（Jファンド）」を締結し、スケールメリットを活かした資金の共同運用に参画した。  ・病院長補佐会議など一部会議で、電子メールにより議事要旨を配付した。 
 ・電子入札システムによる入札説明書の配付を開始した。  

 ・事務用図書及び購読新聞を見直した。 ○競争的外部資金の獲得 
・医薬品については、ジェネリック医薬品の新規採用及び使い分けの徹底により、１７,５５８千

円（造影剤７,３４９千円、抗がん剤５,３２６千円、抗生剤４,８８３千円）の削減を図った。 
  文部科学省の大学教育改革の支援事業への申請に向けて、プログラムごとにワーキンググルー

プを設置して検討し、以下のとおり申請した結果、いずれも採択された。 

・診療材料費については、特定保険医療材料で約１２％の費用削減を図り、約７０,０００千円を

削減した。 事業名 プログラム 期間 
金額 

(H20) 

質の高い大学教育推

進プログラム 
高大病連携によるふるさと医療人育成

の取組 

平成20年度 

～平成22年度

22,000

千円

大学病院連携型高度

医療人養成推進事業 
自立した専門医を育むオール北海道プ

ラス１ 

４大学連携および教育病院共有化によ

る地域大学循環型専門研修プログラム

（北海道大学、札幌医科大学、東京慈

恵会医科大学で連携・共同） 

平成20年度 

～平成24年度

27,560

千円

○自己収入の増加等 
 ・病院収入の確保 
   病院長のリーダーシップの下、毎年実施している「病院長ヒアリング」において、診療科ご

とに目標値（患者数、病床稼働率、平均在院日数、診療単価、診療費用請求額等）を設定する

とともに、当該目標の達成に向けて協力要請を行った。また、当該目標の達成状況については、

毎月開催の病院運営委員会等に報告し、当該達成状況が思わしくない診療科には、病院長から

改善方策等について適宜協力要請を行った。 
その結果、平成２０年度の病院収益は、診療報酬のマイナス改定にもかかわらず１４６億４

千万円となり、前年度比で１０億１千万円の大幅な増となった。  

・「７：１看護体制」への移行に伴う増収 ○外部資金の獲得 

教員の文部科学省科学研究費補助金申請の義務化、文部科学省大学改革支援事業への積極的な

申請など外部資金の獲得に努め、前年度に引き続き１２億円を超える資金を獲得した。 

 

平成１８年度から「看護師確保プロジェクトチーム」を組織するなど看護師確保に全学的に

取り組み、平成２０年５月に看護配置基準の上位加算（７：１看護体制）を取得した。その結

果、４億２千２百万円の増収を達成した。 
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旭川医科大学 
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・診療費用請求漏れ防止対策の一環として、「病院改革にかかるタスクフォース」外来ワーキン

ググループが外来料金カードとカルテとの突合調査や外来診療現場の立入調査を行い、各診療

科に対し調査結果に基づく報告会を開催するとともに、外来料金カードを見直すなど、病院収

入の増収に向けて取り組んだ。 
○資金の運用 

・平成１９年１２月に受け入れた大口寄附金を、定期預金及び譲渡性預金に預け入れた。また、

平成２０年１月に、保有する預金口座を「決済用普通預金（無利息型）」から「普通預金（有

利息型）」に切り替えた。 

  なお、受取利息の使途は、教育・研究及び医療の質の向上などの経費に充当することとした。 

・平成２１年３月に道内各国立大学法人の連名で「北海道地区国立大学法人の資金の共同運用に

係る協定書（Jファンド）」を締結し、スケールメリットを活かした資金の共同運用に参画した。 

 

＊財務情報に基づく財務分析の実施とその分析結果の活用状況 
○ 学内諸会議における決算報告については、病院セグメント情報の分析や「国立大学法人及び大

学共同利用機関法人の各年度終了時の評価における財務情報の活用について」に示されている指

標例を踏まえ、経年比較を行うなど、本学の財務状況の理解を少しでも深められるよう改善を図

った。 

○ 病院管理会計システムのデータを基に、検査等項目別のデータ分析やＤＰＣ別のデータ分析、

特定の部門や患者の収支分析等を実施し、コストの意識改革を図った。 

○病院収入の確保 
  財務情報に基づく病院セグメント情報の分析結果を踏まえ、病院長ヒアリングにおいて、診療

科ごとに目標値（患者数、病床稼働率、平均在院日数、診療単価、診療費用請求額等）を設定し、

当該目標の達成に向け協力要請を行う一方、当該目標の達成状況について、毎月開催の病院運営

委員会等で報告するとともに、当該状況が思わしくない診療科には、病院長から適宜協力を要請

するなど、病院収入の確保に努めた。その結果、対前年度１０億１千万円増の１４６億４千万円

（附属病院収益）の大幅な増収を達成した。 
 

 

● 人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定等を通じて、人件費

削減に向けた取組が行われているか。 

＊中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の取組 
○ 「中期計画期間中（平成１６年度～平成２１年度）における職員の人員（人件費）管理の方針」

（平成１８年２月７日役員会決定）に基づき、引き続き、中期計画期間中における定年退職等に

伴う後任補充は原則行わず、補充の必要性については、役員会で協議し対処しており、年度計画

である１％の人件費削減をクリアした。 

 

 



旭川医科大学 

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(3) 自己点検・評価及び情報提供 

① 評価の充実に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 外部評価を厳正に実施し、評価結果を大学運営の改善に十分反映させる。 
○ 教員の行動規範を定め、学内外に周知・公表する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１１０】 
○ 平成１６年度末までに、点検・評価を担当

する評価室を設置するとともに、点検・評価

の結果を大学運営に反映させるシステムを

構築する。 
 

【１１０】 
○ 点検・評価の結果を大学運営に反映させ

る。 

 

Ⅳ

 

（１）平成１９年度評価結果、大学機関別認証評価結果及び研究活動に係る外部評価

結果について、教授会、病院運営委員会等関係委員会を通じて学内に周知した。

また、指摘事項等に係る改善状況について定期的に調査を行い、その結果を大学

運営会議に報告して、必要な措置を講じた。 

（２）平成１９年度評価指摘事項等への対応 

・大学院博士課程における学生充足率の不足については、平成１９年度から入学

定員の適正化を図り、また、平成２０年度入学者から授業料の半額相当の奨学

金を支給する制度を創設するなど、全学的に取り組んだ結果、対前年度比 

１６.２ポイント増の９３.３％まで向上した。大学院の学生募集については、

引き続き積極的にＰＲした。 

・検体の目的外使用と個人情報の漏洩については、全職員が倫理観を改めて強く

認識し、個人情報保護、インフォームドコンセント、利益相反ポリシー及び研

究費受入方法の適正化について、更なる徹底を図るなど、再発防止に向け全学

的に取り組んだ。 

（３）平成１９年度に受審した大学機関別認証評価への対応 

大学院修士課程のシラバスの充実が求められるとの評価結果を受け、平成２０

年度の当該シラバスの記載内容の充実に反映させた。 

（４）自己点検・評価、外部評価及び中期目標期間評価の結果を第二期中期目標・中

期計画素案に反映させた。 
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１１１】 
○ 平成１８年度末までに、教員の持つ適性、

特性を調べ、それに応じた教員評価システム

を導入する。 
 

【１１１】 

○ これまで実施した教員評価について検証

し、その結果を踏まえた教員評価を実施す

る。 

 
Ⅲ

 

（１）平成２０年度教員評価の実施に当たり、これまで実施した教員評価について検

証し、①評価対象期間の単年度化、②活動目標の事前設定、③事務局が保有する

基礎データの提供による教員の負担軽減などの改善を図った。 

（２）教員評価結果の給与等処遇への反映を視野に入れた、客観性の高い新たな教員

評価システムについて、検討を進めている。 

 

 

【１１２】 
○ 平成１６年度末までに、セクシュアル・ハ

ラスメントの防止、アルバイトを含む兼業の

許可、産学連携の相手との関係などについ

て、教職員・学生の遵守すべきガイドライン

を学内外に周知・公表する。 
 

【１１２】 

○ セクシュアル・ハラスメントの防止、アル

バイトを含む兼業の許可、産学連携の相手と

の関係などについて、教職員・学生の遵守す

べきガイドラインを学内外に周知・公表す

る。 
 

Ⅲ

 

国家公務員倫理週間及びセクシュアル・ハラスメント防止週間のポスターを掲示す

るなど、啓発活動を行った。また、ホームページに人事院のセクハラ等関連ページへ

のリンクを張り、簡単に閲覧可能とした。 

セクシュアル・ハラスメント等防止に係るハンディタイプのリーフレットを作成し、

職員及び学生へ配付するとともに、セクシュアル・ハラスメント等防止のためのポス

ターを学内に掲示し、セクハラ等防止の啓発活動を行った。広報誌「かぐらおか」及

び「学生生活のしおり」にセクシュアル・ハラスメント等の防止及びセクハラ相談員

を掲載し、職員及び学生への周知を図った。 

 

 

 ウェイト小計  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(3) 自己点検・評価及び情報提供 

② 情報公開等の推進に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 「開かれた大学」として、教育活動、研究活動、医療活動及びこれらを通した社会貢献に関する適切な情報の提供の充実を図る。 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１１３－１】 

① 認証評価機関等が構築するデータベース

との連携を視野に入れたデータベース化を

推進するとともに、社会への知的情報の提供

に努める。 

 

Ⅲ

 

大学評価・学位授与機構が構築する「大学情報データベース」にデータを入力し、

大学評価業務等において活用している。 

また、認証評価機関等が構築するデータベース並びに国立大学法人評価及び教員評

価との連携を視野に入れた学内データベースの構築について、研究業績の一元管理を

含めて、引き続き検討した。 

 

 【１１３】 
○ 大学の持つ知的情報を一元的に把握し、デ

ータベース化を推進し、社会の求めに応じて

情報を適切な形に加工して提供するなど、大

学と社会の間の連携機能を充実させる。ま

た、大学のホームページをさらに充実させ

る。 
 【１１３－２】 

② 大学と社会の間の連携機能を強化するた

めに、大学のホームページを更に充実させ

る。 

 

Ⅲ

 

専門業者の支援を受けながら、大学のホームページを順次刷新した。また、大学ホ

ームページのトピックスにタイムリーな情報を掲載するとともに、各種バナーを設け、

情報発信に努めた。 

 

 

ウェイト小計   
ウェイト総計  

 
〔ウェイト付けの理由〕 
 
 
 
 

 

 



旭川医科大学 

（３） 自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項等       
 

１．特記事項 

 

○平成１９年度年度評価指摘事項等への対応（大学院博士課程の充足率向上に向けての取組） 

大学院博士課程における学生充足率の不足については、平成１９年度から入学定員の適正化を

図り、また、平成２０年度入学者から授業料の半額相当の奨学金を支給する制度を創設するなど、

全学的に取り組んだ結果、対前年度比１６.２ポイント増の９３.３％まで向上した。大学院の学

生募集については、引き続き積極的にＰＲした。 

 

○ＩＴの有効活用による中期計画・年度計画の進捗状況管理の作業の効率化 

年度計画の進捗状況をリアルタイムで把握するため、進捗管理シートを事務局ネットワーク上

の共有ファイルで保管し、当該進捗状況について実施組織を所掌する各課が随時書込み可能とし

ている。その状況については、中期計画及び年度計画の進捗（実施）状況一覧として定期的に取

りまとめ、本学ウェブサイト（学内限定）に掲載し、学内に公開している。 

 

○広報活動の充実 

専門業者の支援を受けながら、大学のホームページを順次刷新した。また、大学ホームページ

のトピックスにタイムリーな情報を掲載するとともに、各種バナーを設け、情報発信に努めた。 

 

 

２．共通事項に係る取組状況 （自己点検・評価及び情報提供の観点） 

 

● 中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られているか。 

＊ＩＴの有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価の作業の効率化に

向けた取組状況 
○年度計画の進捗管理 

年度計画については、点検評価室において定期的（年３回）に進捗状況を調査するとともに、

必要に応じて担当部課長に対し事務局長ヒアリングを行い、その結果、達成が困難あるいは遅れ

ている計画がある場合は、それらの状況を大学運営会議に報告し、確実な実施に向けて必要な措

置を講じている。 

○中期計画の進捗管理 

中期計画については、当該目標・計画ごとに各年度計画の実施状況を一覧に整理し、中期計画

の進捗状況が時系列で把握できるようにしている。 

○ＩＴの有効活用による中期計画・年度計画の進捗状況管理の作業の効率化 

年度計画の進捗状況をリアルタイムで把握するため、進捗管理シートを事務局ネットワーク上

の共有ファイルで保管し、当該進捗状況について実施組織を所掌する各課が随時書込み可能とし

ている。その状況については、中期計画及び年度計画の進捗（実施）状況一覧として定期的に取

りまとめ、本学ウェブサイト（学内限定）に掲載し、学内に公開している。 

 

● 情報公開の促進が図られているか。 

＊情報発信に向けた取組状況 
○ 専門業者の支援を受けながら、大学のホームページを順次刷新した。また、大学ホームページ

のトピックスにタイムリーな情報を掲載するとともに、各種バナーを設け、情報発信に努めた。 

○学術成果リポジトリ 
  学術成果リポジトリでは、学術論文情報、各種統計、教材、講義、講演会資料の登録の他、本

学で開催された「北海道メディカルミュージアム」の記録の映像情報を新たに登録した。 
  本リポジトリの構築に当たっては、平成２０年度も次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業委

託事業に採択され、委託額２,４００千円を受けた。 
○ 病院の運営状況報告に係るホームページで、以下の各項目について公開した。 

・外来報告：診療科別の外来患者数、新患率、紹介率、院外処方箋発行率 

・入院報告：病棟別の入院患者数、病床稼働率、在院日数、特別室稼動状況、診療科別の入院患

者数、病床稼働率、在院日数 

・手術件数：診療科別・月別の手術件数 

また、ホームページの受診案内に、先進医療に関する事項を掲載した。 

○医薬品情報の提供 

以下の医薬品情報を病院薬剤部のホームページに掲載し、随時更新するなど、常に新しい情報

発信に努めている。 

① 患者さん向け説明文書（特定生物由来製剤） 

② 患者さん向け薬品情報提供データ 

③ 医薬品相互作用データベース 

④ 医薬品添付文書情報 

⑤ メールお薬相談室 

 

● 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

＊評価結果の法人内での共有や活用のための方策 
○ 国立大学法人評価委員会による業務実績評価結果、大学機関別認証評価結果及び研究活動に係

る外部評価結果は、役員会、経営協議会、教育研究評議会及び教授会等で配付・説明するととも

に本学ウェブサイトに掲載し、学内外に周知している。特に、指摘・改善事項等については、関

連委員会に対して改善要請し、改善に向けた進捗状況を点検評価室が定期的に調査を行い、大学

運営会議に報告している。また、評価結果は次期年度計画や第二期中期目標・中期計画策定に向

けた検討に反映させるなど、法人運営に活用している。 
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旭川医科大学 

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(4) その他の業務運営に関する重要事項 

① 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

中
期
目
標 

良好なキャンパス環境を形成するために、全学的な施設・設備の使用状況を点検・評価し、施設、設備の有効活用を促進する。 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

【１１４】 
○ 大学（附属病院を含む）における施設整備

の長期構想を策定する。 
 

【１１４】 
○ 第２期中期目標・中期計画に向けて、平成

２１年度までの２ヶ年で、全学のキャンパス

マスタープランの見直しを行う。 
 

Ⅲ

 

 施設整備の課題の整理や施設整備予定建物の見直しを行い、次期キャンパスマスタ

ープランの作成に向け、検討を行った。 

 

 

 

○ 施設の有効利用、効率的運用を実施する。 
【１１５】 
① 教育施設・研究施設・共通施設等に適正な

スペース配分を行う。 
従前の画一的な面積の配分を見直すこと

により、各分野の教育研究の特性に応じた弾

力的な施設の活用を図るとともに、プロジェ

クト型の研究や競争的資金による研究のた

めのスペースを確保する。 
 

○ 施設の有効利用、効率的運用を実施する。

【１１５】 
① 各分野の教育研究の特性に応じた弾力的

な施設の活用を図るとともに、プロジェクト

型の研究や競争的資金による研究のための

スペースを確保する。 

 

Ⅲ

 

（１）総合研究棟（基礎臨床研究棟）Ⅰ期改修工事に伴い、従前の画一的な基礎・臨

床医学講座の配分を見直すとともに、教育研究の特性に応じた弾力的な施設の活

用ができるよう、共用スペース（改修面積の２０％を目途）を確保した。 

（２）新たに設置した寄附講座、心血管再生・先端医療開発講座のためのスペースを

確保した。 

また、平成２１年３月までの設置期間であった寄附講座、消化管再生修復医学

講座及び人工関節講座が、平成２２年３月３１日まで延長されたため、引き続き

このスペースを確保した。 

 

 

【１１６】 
② 平成１８年度末までに、施設・設備利用管

理システムを構築し、施設の有効利用をより

促進する。 
 

【１１６】 
② 施設の有効利用を促進する。 

総合研究棟（いわゆる基礎臨床研究棟）改

修に伴い、施設・設備利用状況のデータ修正

を行う。 
 

Ⅲ

 

施設の有効利用を促進するため、総合研究棟改修に伴う施設・設備の利用状況のデ

ータ修正を継続的に行っている。 

 

 

【１１７】 
○ 平成１６年度末までに、教育研究及び診療

等に必要な施設を確保するため、全学的な施

【１１７】 
○ 平成１８・１９年度に作成した「施設設備

の管理体制計画」に基づき、施設管理を実施

Ⅲ
 

平成１９年度の点検結果を踏まえて、搬送設備及び昇降機の部品交換を行った。 

また、施設設備の管理体制計画に基づく保守・点検の結果を踏まえ、次年度実施す
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

設マネジメント体制を確立し、施設の整備充

実及び管理を実施する。 
 

する。 
 

る部品交換等の保守費を算出した。 

設備ごとに作成していた危機管理マニュアルの見直し・集約化を図り、施設・設備

関係危機管理マニュアルの作成に着手した。 

 

【１１８】 
○ バリアフリーを促進し、障害者や高齢者等

に配慮した施設へ整備する。 
 

【１１８】 
○ 平成１８年度に策定した学内バリアフリ

ー化整備計画に基づきバリアフリーを更に

促進し、障害者等に配慮した施設へ整備す

る。 
 

Ⅲ

 

学内バリアフリー化整備計画の３年目として、以下のとおり整備した。 

・総合研究棟：階段手摺り、注意喚起用床材張り 

 

 

【１１９】 
○ 施設・設備を長期間有効に活用するために

予防的な施設の点検・保守・修繕（プリメン

テナンス）を実施できるよう必要となる計画

を設定し、実施する。 
 

【１１９】 

○ 平成１６年度に作成した修繕計画に基づ

き、予防的な施設の点検・保守・修繕を実施

する。また、その進捗状況を勘案し、平成

２１年度までの修繕計画を見直す。 
 
 

Ⅲ

 

修繕計画に基づき、 

①予防的な施設の点検：搬送設備や昇降機の部品交換等４件 

②保守：消防設備関係の部品更新等３件 

③修繕：管理棟屋上防水改修、宿舎バルコニー改修等１５件を実施した。 

また、平成２１年度の修繕計画について、進捗状況を勘案し、新たな修繕を追加す

るなど、見直しを行った。 

 

 

 ウェイト小計  
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旭川医科大学 

 
Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 

(4) その他の業務運営に関する重要事項 

② 安全管理に関する目標 

 

中
期
目
標 

安全管理･健康管理に関する目標 
教職員・学生の安全管理・健康管理にかかわる組織体制を充実し、教職員・学生の安全・健康を図るとともに、有害物質・有害エネルギー等の適正な管理を行う。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・健康管

理に関する具体的方策 
（１）教職員・学生の安全・健康に関する具体

的方策 
【１２０】 
○ 有害物質・有害エネルギー取扱、実験・医

療装置類取扱、廃棄物処理等に関する安全・

衛生マニュアルを随時点検・見直す。 
 

労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・健康管

理に関する具体的方策 

（１）教職員・学生の安全・健康に関する具体

的方策 

【１２０】 

○ 有害物質・有害エネルギー取扱、実験・医

療装置類取扱、廃棄物処理等に関し、適正な

管理を行う。 

 

Ⅲ

 

 

 

 

 

（１）有害廃液処理を平成２０年７月及び平成２０年１２月に実施した。 

（２）局所排気装置（ドラフトチャンバー）は、自主点検及び法定点検とも、平成 

２１年１月に実施した。 

（３）院内感染対策委員会の提言を受け、感染性廃棄物のバイオハザードマークとビ

ニール袋の色の統一を図るため、医療廃棄物等処理マニュアルを改正し、より理

解しやすいものとした。 

（４）安全衛生委員会において、安全衛生パトロールを平成２０年７月及び１２月に

実施し、点検事項に係る指導等改善を行った。 

 

 

【１２１】 
○ 教職員の特殊健康診断対象者を随時見直

す。 
 

【１２１】 

○ 教職員の特殊健康診断対象者を随時見直

す。 

 

Ⅲ

 

対象職員に対し、健康診断時に業務内容等を確認した。 

 

 

（２）有害物質・有害エネルギー等の適正管理

に関する方策 
【１２２】 
○ 平成２１年度末までに、薬品類の購入・保

管・共用・廃棄等の薬品安全管理運用システ

ムを構築する。 

（２）有害物質・有害エネルギー等の適正管理

に関する方策 

【１２２】 

○ 薬品類の購入・保管・共用・廃棄等の薬品

安全管理運用システム（化学物質等管理シス

テム）を導入する。 

Ⅲ

 

 

平成２０年１０月に化学物質等管理システムを導入し、学内説明会を開催した後、

試験運用を行った。本稼働は平成２１年４月を予定している。 
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中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウェ 
イト 

ウェイト小計   
ウェイト総計  

 
 
〔ウェイト付けの理由〕 
 
 
 
 
 

 

 
 



旭川医科大学 

（４） その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項等        

 ＊施設維持管理の計画的取組状況（施設維持管理計画等の策定状況） 

○ 修繕計画に基づき、計画的な修繕を行った。 １．特記事項 

 ①管理棟屋上防水改修   

②東病棟ナースコール用パソコン更新 ○職員宿舎の転用 

③医療用混合空気制御装置取替 職員宿舎Ｅ棟の一部を転用して「緑が丘書庫」を設置し、図書館の資料を移動することで、図

書館に約１３,９００冊分の新たな配架スペースを確保した。また、職員宿舎Ｂ棟の一部を改修

して「国際交流センター」として転用することとし、家族用居室（１室）、単身用居室（６室）

及び談話室を設けることとした。 

④中央機械室３号ボイラー補給水管取替 
⑤中央機械室環水槽補給水管取替 

 

＊省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組状況  

○ 総合研究棟改修工事で、Ｈｆ照明器具の使用、廊下照明の人感センサーによる制御を実施した。 ○バリアフリーの推進 
○ 本部管理棟ロッカー室・体育館便所・共通棟廊下に人感センサーを設置した。   障害者等に配慮した施設とするため、学内バリアフリー化整備計画に基づき、順次整備してお

り、平成２０年度は総合研究棟の改修工事に併せ、階段に手摺りの設置及び注意喚起用床材の敷

設等を行った。 
○ 省エネルギー啓発用ステッカーをエアコンのスイッチ等に貼付し、省エネルギー活動を推進し

た。 
○ 環境報告書２００８を公表した。   

○化学物質等管理システムの導入  

   薬品類の購入・保管・共用・廃棄等の薬品安全管理運用システムである、化学物質等管理シス

テムを導入し、学内説明会を開催した後、試験運用を行った。本稼働は平成２１年４月を予定し

ている。 
● 危機管理への対応策が適切にとられているか。 

＊災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理の体制・マニュアル等の運用状況 
○ 「危機管理規程」、「不審者に対する対応マニュアル」を作成し、また、時間外の対応のために

「勤務時間外緊急連絡体制」を更新し、職員に周知している。 
 

 

○災害対策マニュアルの改定 ２．共通事項に係る取組状況 （その他の業務運営に関する重要事項の観点） 

   平成１６年度に作成した災害対策マニュアルについて、その後の病院再開発などによる現状を

踏まえ、また、病院におけるＤＭＡＴ（Disaster  Medical Assistance Team：地震などの自然

災害や大規模な交通事故等の災害現場で救命処置等を行う災害派遣医療チーム）体制を含んだ改

訂版を作成し、学内に周知した。 

● 施設マネジメント等が適切に行われているか。 

＊キャンパスマスタープラン等の策定や実現に向けた取組状況 
○ 施設整備の課題の整理や施設整備予定建物の見直しを行い、次期キャンパスマスタープランの

作成に向け、検討を行った。 ○化学物質等管理システムの導入 
   薬品類の購入・保管・共用・廃棄等の薬品安全管理運用である、化学物質等管理システムを導

入した。 ＊施設・設備の有効活用の取組状況 

○ 総合研究棟（基礎臨床研究棟）改修Ⅰ期工事に伴い、共用スペース（改修面積の約２０％）を

確保した。 

 

＊研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備状況 
○「学術研究に係る行動規範」等の周知 ○ 寄附講座（心血管再生・先端医療開発講座）のスペースを確保した。 

平成１９年度に制定した、「学術研究に係る行動規範」「競争的資金等の運営・管理体制に関す

る規程」「研究活動の不正行為防止対策委員会に関する規程」「研究活動の不正行為に関する取扱

規程」について、「科学研究費補助金制度に関する説明会」の中で説明し、周知した。 

○職員宿舎の転用 

職員宿舎Ｅ棟の一部を転用して「緑が丘書庫」を設置し、図書館の資料を移動することで、図

書館に約１３,９００冊分の新たな配架スペースを確保した。また、職員宿舎Ｂ棟の一部を改修

して「国際交流センター」として転用することとし、家族用居室（１室）、単身用居室（６室）

及び談話室を設けることとした。 
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● 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。 

＊当該項目における具体的指摘事項に関する対応状況 

○検体の目的外使用と個人情報の漏洩に対する再発防止に向けた取組状況 
（１）本学職員に、求められている倫理観を改めて強く認識させるために、「臨床研究に関する倫

理指針（H20.7.31全部改正）」を配付し法令遵守の周知徹底を図った。 
（２）平成２０年１２月３日に東北大学から講師を招き、全研究者対象の「臨床研究に関する利益

相反」講演会を開催し、利益相反ポリシーの周知徹底を図った。 
（３）個人情報の保護の徹底とインフォームドコンセントの更なる徹底のために、「医学研究等に

おける検体等の学外利用の同意について」（同意書）の見直しを行い、検体の学内利用と学外

利用についての考え方を明示した内容に改定するとともに、患者基本情報に同意の有無を表示

することとし、患者様の同意が得られない場合には、外部への検体の二次利用は出来ないこと

の周知徹底を行った。 
 

 

 



旭川医科大学 

 
Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

① 教育の成果に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 全学的な教育理念及び教育の成果に関する目標 
本学は、道北・道東地域における高度先端医療の提供と医療過疎の解消を主な目的として設置された医療系の単科大学である。この趣旨を踏まえて、「高度先端医療を実現し、かつ、地域医

療に大きく貢献する医療従事者を育成することにより、社会に貢献すること」を教育理念とする。この理念を実現するために、以下の教育目標を掲げる。 
① 高度先端医療を実現するための「十分な知識と高い実践的臨床能力」を持った医療従事者を育成する。 
② 全人的な医療の実践により地域に貢献するための「豊かな人間性」を持った医療従事者を育成する。 
③ 医療従事者間の国際的連携を可能にする「国際的なコミュニケーション能力」を持った医療従事者を育成する。 

 
中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

○ 教養教育及び医療専門教育の成果に関す

る具体的目標の設定 
【１】 
① 「高い実践的臨床能力」を育成するために、

的確な診断・治療を行うための基本的臨床能

力、高度先端医療を適切に実践するための論

理的思考能力、課題を主体的に解決するため

の問題解決能力等を重視した教育を強化す

る。 

○ 教養教育及び医療専門教育の成果に関す

る具体的目標の設定 

【１】 

① 「高い実践的臨床能力」を育成するために、

的確な診断・治療を行うための基本的臨床能

力、高度先端医療を適切に実践するための論

理的思考能力、課題を主体的に解決するため

の問題解決能力等を重視した教育を推進す

る。 

【２】 
② 「豊かな人間性」を育成するために、患者

理解のための臨床心理学的能力、患者及び他

の医療従事者との適切なコミュニケーショ

ン能力、患者の人権・生命の尊厳等に関する

高い倫理観等を重視した教育を強化する。 

【２】 
② 「豊かな人間性」を育成するために、患者

理解のための臨床心理学的能力、患者及び他

の医療従事者との適切なコミュニケーショ

ン能力、患者の人権・生命の尊厳等に関する

高い倫理観等を重視した教育を推進する。 
また、教育改革のグランドデザインに基づ

き、平成２１年度カリキュラム改正に向け

て、豊かな人間性を育成するための教育につ

いて検討する。 
【３】 
③ 「国際的なコミュニケーション能力」を育

成するために、文化・歴史・社会問題等に関

する幅広い視野と、外国語によるコミュニケ

【３】 
③ 「国際的なコミュニケーション能力」を育

成するために、文化・歴史・社会問題等に関

する幅広い視野と、外国語によるコミュニケ

 

○「十分な知識と高い実践的臨床能力」を持つ医療従事者の育成 

高度先端医療を適切に実践するための論理的思考能力及び主体的な問題解決能力等の向上を目指

すために、チュートリアル課題の精選を行い、チューターや学生からのアンケート（評価）を基に、

課題シートの構成や課題ガイドについての検証結果を課題作成者にフィードバックすることで、常に

課題の質の向上に努めた。また、より良い課題及び課題ガイド作成のために、医学チュートリアル課

題作成説明会を開催した。 

「高い実践的臨床能力」を育成するために、本学を卒業し、かつ本院で研修を受けている研修医に

対し、臨床実習全体の改善のためのヒアリングを実施した。 

 

○「豊かな人間性」を持つ医療従事者の育成 

「豊かな人間性」を育成するために、教育改革のグランドデザインに基づき、平成２１年度から早

期体験実習Ⅰを、コミュニケーション能力の育成にも重点を置くこととし、これまでの医学科のみの

実習から、医学科と看護学科の合同実習とすることとした。また、「医学チュートリアルⅠ」におい

て、「基礎生物学」の演習と位置付けるような授業内容に改善し、「医学チュートリアルⅡ」において

は、開講年次を１年次から２年次に移行し、プレゼンテーション能力を含めたスキルの向上を目指す

内容にした。 

 

○「国際的なコミュニケーション能力」を持つ医療従事者の育成 

イントラネット環境下で医学英語を学ぶ「オンライン英語学習システム」を活用して、充実した医

学英語教育を行うとともに、基礎領域、臨床領域の英文論文に取り組む少人数教育により、コミュニ

ケーション能力の向上を目指す医学英語Ａ・Ｂを開講した。また、教育センター会議において、教育

改革のグランドデザインに基づき、医学英語ⅣＡ、医学英語ⅣＢ、医学研究特論等の授業内容の改善
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
ーション能力を重視した教育を強化する。 ーション能力を重視した教育を推進する。 

また、教育改革のグランドデザインに基づ

き、平成２１年度カリキュラム改正に向け

て、国際的なコミュニケーション能力を育成

するための教育について検討する。 

【４】 
○ 教育の成果・効果の検証に関する具体的目

標 
入学センターを中心として、入学から卒後

の職業活動までの学生の活動に関する追跡

調査を行い、教育の成果・効果を検証する。 
 

【４】 

○ 教育の成果・効果の検証に関する具体的目

標 

学生の教育活動に関する追跡システムを、

教育センターと協力してさらに充実させる

とともに、これを基に、学生の活動に関する

追跡調査を行い、教育の成果・効果を検証す

る。 

○ 各年度の学生収容定員 
   〔別表に記載〕 
 

○ 平成２０年度の学生収容定員 
   〔別表に記載〕 

を図るため、開講時期及び人員配置の調査を行った。 

 

○教育の成果・効果の検証 

学生の活動に関する追跡調査を行い、教育の成果・効果を検証することはこれまでも行ってきたが、

さらに平成２０年度に認められた教育ＧＰ事業「高大病連携によるふるさと医療人育成の取組」と連

携して、入試情報、教務情報及び同窓会情報を統合した追跡システムを構築し、追跡調査を開始した。 

 

 

 

- 36 - 



旭川医科大学 

 
Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

② 教育内容等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ アドミッション・ポリシーに関する基本方針 
（ⅰ）学士課程  

医師・看護職者としての適性とともに地域社会への関心を持ち、自らが問題を見つけ解決する意欲と行動力を持つ学生を受け入れる。 
（ⅱ）大学院課程  

偏りのない知識と知的好奇心を持ち、生命科学や社会医学の研究に意欲を持つ人材を受け入れる。 
○ 教育課程、教育方法、成績評価等に関する基本方針 
（ⅰ）学士課程  
① 医療に対する多角的な視点と豊かな人間性を育成するために、幅広い教養科目を設定する。 
② 医療知識の系統的な理解、社会に貢献する態度、社会と医療の理解、生涯学習の意欲を育成するために、医療の多様な内容を有機的に結ぶカリキュラムを設定する。 
③ 学生が地域（僻地）医療等についての理解と関心を深めるための教育を推進する。 

（ⅱ）大学院課程 
 ① 高い生命倫理観と研究意欲を持つ人材を育成する。 
 ② 高度専門職業人として必要な知識と技能を修得させる。 
 ③ 国際社会に貢献できる人材を育成する。 
○ 授業形態・学習指導法等に関する基本方針 
 ① 学生の能力に合った授業形態・学習指導法を実施する。 
② 自学自習の態度を身に付けさせる。 
③ 入学直後から医療に関するモチベーションを高める。 
④ 医療倫理、コミュニケーション能力及び基礎的臨床能力を修得させる。 

 ⑤ 国際的なコミュニケーション能力を向上させる。 
○ 適切な成績評価等の実施に関する基本方針 

評価基準を周知徹底することにより、評価基準が科目毎に異ならないシステムを構築する。 
 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
○ アドミッション・ポリシーに応じた入学者

選抜を実現するための具体的方策 
（ⅰ）学士課程 
【５】 
① オープンキャンパスやホームページ等の

充実により、アドミッション・ポリシーの周

知徹底を図り、地域医療に関心を持つ受験者

○ アドミッション・ポリシーに応じた入学者

選抜を実現するための具体的方策 

（ⅰ）学士課程 
【５】 
① アドミッション・ポリシーの周知徹底を図

るとともに、より地域医療に関心を持つ受験

生を増やすため、オープンキャンパスや高校

 

○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜 

（学士課程） 

アドミッション・ポリシーの周知徹底を図るとともに、より地域医療に関心を持つ受験生を増やす

ため、入学センターに「高大連携推進部会」を設置し、地元高校への出前授業や道内高校（延べ２９

校）での説明会を行った。また、オープンキャンパスを実施し、学生、父母及び教員等５６７名が参

加した。さらに、北海道教育委員会が主催する「地域医療を支える人づくり事業」に協力し、本学を
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
を増やす。 

 
訪問及び大学説明会を積極的に推進すると

ともに、さらに高校との連携も検討する。 
また、新しく導入した特別選抜（地域枠推

薦入学及びＡＯ入試北海道地域枠）の意義

を、大学説明会等を利用して道内の高等学校

に広く周知させる。 
【６】 
② 平成１８年度末までに、アドミッション・

ポリシーに沿った学生の確保を推進するた

めに、現行のＡＯ入試方法を改善する。 

【６】 

② 平成２１年度入試から導入する「ＡＯ入試

北海道地域枠（定員３５人）」の選抜方法及び

実施内容を検討し、初めての入試を実施する。

また、看護学科の推薦入試のため、より本

学のアドミッション・ポリシーに沿った学生

が推薦されるよう、高等学校との連携を検討

する。 

【７】 
③ アドミッション・ポリシーに沿った人材の

育成という観点から、入学センターを中心と

して各種入学者選抜方法を事後評価する。 
 

【７】 

③ アドミッション・ポリシーに沿った人材を

受け入れるという観点から、主に平成２０年

度入試から導入された地域枠推薦入試及び

面接を導入した看護学科前期試験に関して

選抜方法等を検証する。 

【８】 
（ⅱ）大学院課程 

平成１７年度から、アドミッション・ポリ

シーを各種刊行物、大学案内及びホームペー

ジに掲載の上、周知を図る。 

【８】 

（ⅱ）大学院課程 

大学院進学を勧めるためのＰＲ活動を積極

的に行う。 

 

○ 教育理念等に応じた教育課程を編成する

ための具体的方策 
（ⅰ）学士課程 
【９】 
① 豊かな人間性と多角的視点の育成という

観点から、保健・医療・福祉施設等における

実学的実習を充実させる。 
 

○ 教育理念等に応じた教育課程を編成する

ための具体的方策 

（ⅰ）学士課程 

【９】 
① 平成２１年度カリキュラム改正において、

入学初期のアーリーエクスポージャーⅠ、

２年次のアーリーエクスポージャーⅡを

Ｉ Ｃ Ｍ （ introduction to clinical 

medicine）と位置付け、講義と結びつける体

系化を検討する。 

会場に「メディカル・キャンプ・セミナー」も実施した。 

道内出身者を増やすため入試改革（「地域枠推薦入試」、「ＡＯ入試北海道地域枠」等）を行った結

果、道内出身者は医学科で７０.６％になった。 

（大学院課程） 

大学院修士課程においては、オープンキャンパスの開催、博士課程においては、専用サイトに学生

募集要項・授業内容等を掲載し、学内外へのＰＲに努めた。 

また、大学院学生に対し、経済的負担を軽減するため、平成２０年度入学者から授業料の半額相当

を奨学金として支給する制度を創設し、修士課程２１名、博士課程２３名に支給した。さらに、学術

振興後援資金による「大学院博士課程学生支援事業」として、授業料相当分の年額５００千円の奨学

資金を支援することをＰＲした。 

 

○教育課程、教育方法、成績評価等 

（学士課程） 

学部においては、教育改革のグランドデザインとの整合性を考慮しつつ、カリキュラム改正や学則

等の改正作業等を行い、医学科については、医学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂により、腫

瘍を体系的に学ぶ選択必修科目「臨床腫瘍学」や地域医療、医療安全等に関する必修科目「地域医療

学」、「医療安全」を新設し、看護学科については、平成２１年度の指定規則の改正に対応すべく、必

修科目「対人関係論」、「家族看護学」、「がん看護学」、「医療安全」、「国際保健看護」、「総合実習」を

新設するなど、学則等の改正を行った。 

チュートリアルⅢ～Ⅵと症候別講義のリンク、本学を卒業し、本院で研修中の研修医に対する臨床

実習に関するヒアリング、臨床実習における各診療科の問題点や意見等を把握するためのアンケート

の実施及び早期体験実習Ⅰの受入施設に対する受入人数の増加・実習期間延長等についてのアンケー

トの実施など授業の在り方全般について検討した。 

本学の教育活動等が関係者の期待に応えているかどうかを検証するため、本年度の卒業生、修了生

及び父母を対象にアンケートを実施した。 

地域医療に関する教育を充実させるために、地域医療教育の実習として位置付けている早期体験実

習Ⅰ・Ⅱの実習内容を改善し、また、地域医療（あるいは僻地医療）に貢献している医師・医療従事

者を招いて講演形式の授業を主体とした「地域医療学」等地域医療に関する新規科目を開設すること

とした。 

（大学院課程） 

大学院課程においては、生命倫理に関する医学セミナーを盛り込んだ「共通基盤医学特論」、大学

院での統合セミナーとして、「先端医学特論」及び英文論文の作成・発表方法を取り入れた科目「共

通医学論文特論」を開講した。また、各講座の協力のもと、海外から３名の研究者を招聘し、特別セ

ミナーを実施した。 
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
【１０】 
② 平成２０年度末までに、医学・看護学の基

礎教育としての適正性、コア・カリキュラム

等との整合性、及び、基礎から応用までをカ

バーする知識の一貫性という観点から、全カ

リキュラムを改革する。 

【１０】 

② 医学・看護学の基礎教育としての適正性、

コア・カリキュラム等との整合性、及び基礎

から応用までをカバーする知識の一貫性と

いう観点から見直し、全カリキュラムを改正

する。 
【１１】 
③ 地域（僻地）医療教育を充実させるため、

地域・僻地医療教育実践センターを設けて、

各医療施設等との連携を強化する。 

【１１】 
③ 平成２１年度カリキュラム改正において、

地域（僻地）医療教育について教育センター

で改善を検討する。 

（ⅱ）大学院課程 
【１２】 
① 平成１８年度末までに、生命倫理に関する

医学セミナーを導入する。 

（ⅱ）大学院課程 

【１２】 
① 生命倫理に関する医学セミナーを実施す

る。 
【１３】 
② 平成１８年度末までに、専門領域を横断す

る統合セミナー、海外からの研究者による特

別セミナーを導入する 

【１３】 
② 専門領域を横断する統合セミナー、海外か

らの研究者による特別セミナーを実施する。

 

【１４】 
③ 英文論文執筆に関する特別講義を導入す

る。 

【１４】 
③ 英文論文執筆に関する特別講義を実施す

る。 
○ 授業形態・学習指導法等に関する具体的方

策 
【１５】 

① リメディアル（補習）教育科目を充実さ

せる。 

○ 授業形態・学習指導法等に関する具体的方

策 

【１５】 

① リメディアル（補習）教育科目を充実させ

る。 

【１６】 
② 学生の自学自習の態度を育成する「チュー

トリアル教育」を充実させる。 

【１６】 
② 平成２１年度カリキュラム改正において、

チュートリアル教育の再構築を検討する。 

【１７】 
③ 医療に関するモチベーションを高めるた

めに早期体験実習を充実させる。 
 

【１７】 

③ 入学初期のアーリーエクスポージャーⅠ、

２年次のアーリーエクスポージャーⅡを

Ｉ Ｃ Ｍ （ introduction to clinical 

medicine）と位置付け、講義と結びつける体

系化を検討する。 

○授業形態・学習指導法等 

平成２１年度カリキュラム改正において、リメディアル（補習）教育科目を開講した。 

「医学チュートリアルⅠ」については、「基礎生物学」の演習と位置付けるような授業内容に改善

し、「医学チュートリアルⅡ」においては、開講年次を１年次から２年次に移行し、プレゼンテーシ

ョン能力を含めたスキルの向上を目指す内容に改善した。 

早期体験実習Ⅰ（アーリーエクスポージャーⅠ）、２年次の早期体験実習Ⅱ（アーリーエクスポー

ジャーⅡ）をＩＣＭ（introduction to clinical medicine）と位置付けたうえで、早期体験実習Ⅰ

については、平成２１年度から、これまでの医学科の実習から、医学科と看護学科の合同実習とする

こととした。また、早期体験実習Ⅱについては、講義と結びつける体系化を図った。 

臨床実習の改善及び充実のため、診療参加型臨床実習の総時間数の変更（５８週→５２週）及び 

６年生の自由選択実習枠の設定変更を行った。 

 

○適切な成績評価等の実施 

各教員の成績評価基準についてシラバスに記載されている成績評価基準を確認し、評価基準が科目

毎に異なっていないことを検証した。 
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
【１８】 
④ 医療・福祉施設等における実習や診療参加

型臨床実習を充実させる。 
 

【１８】 

④ 平成２１年度カリキュラム改正において、

医療・福祉施設等における実習や診療参加型

臨床実習について実情に即した改善を図る。

【１９】 
⑤ 平成１７年度から、オンライン英語学習シ

ステムの導入等を行う。さらに、海外医療従

事者の招聘を随時行い、国際的なコミュニケ

ーション能力を育成する。 

【１９】 
⑤ オンライン英語学習システムの利用を促

進する。また、海外からの医療従事者の来訪

時に、シンポジウム等を開催し、国際的なコ

ミュニケーション能力を育成する。 

○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的

方策 

【２０－１】 

① 各教員の成績評価基準に関する実態調査

を実施し、評価基準が科目毎に異ならないか

を検証する。 

【２０】 
○ 適切な成績評価等の実施に関する具体的

方策 
科目ごとの成績評価基準をシラバスに掲

載するとともに、平成１６年度末までに学業

成績の優秀な学生を表彰する制度を創設す

ることにより、評価基準を内外に周知徹底さ

せる。 
 

【２０－２】 

② 学業成績の優秀な学生を表彰する。 
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旭川医科大学 

 
Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

③ 教育の実施体制等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 教職員の配置に関する基本方針 
  教育目標の実現を図るために必要な教育体制及び教育支援体制を整備する。 
○ 教育内容の検討に関する方針 
  教育内容を明確化し、充実させるための体制を整備する。 
○ 教育環境の整備に関する基本方針 

講義等に必要な施設・設備の整備・活用を図る。 
○ 臨床技術向上のための施設を有効活用する。 
○ 教育の質の改善に関する基本方針 
  教育評価の適切な方法を機能させ、その結果を教育の質の向上に結び付けるシステムを整備する。 

 
中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

○ 適切な教職員の配置に関する具体的方策 
【２１】 
① 平成２１年度末までに、教員の基礎教育及

び大学院教育への相互参加により教育課程

全般を強化する。 

○ 適切な教職員の配置に関する具体的方策 

【２１】 

① 一般教育担当教員の基礎教育及び大学院

教育への参加により、学部教育・大学院教育

の充実を図る。 
【２２】 
② 平成１９年度から、講座及び学科目の再

編・統合による教育支援体制の整備を検討す

る。 

【２２】 

② 教育センターをさらに充実させ、教育支援

体制の整備を進める。 

【２３】 
○ 教育内容の検討を行うための組織体制 

平成１６年度から、研究戦略・教育支援室

において、特色ある教育支援体制を検討す

る。 

【２３】 
○ 教育内容の検討を行うための組織体制 
研究戦略・教育支援室において、特色ある教

育支援体制を引き続き検討する。 
 

○ 教育に必要な施設・設備、図書館、情報ネ

ットワーク等の活用・整備の具体的方策 
【２４】 
① 平成１７年度末までに、図書館の設備を充

実し、利便性を高める。 
 

○ 教育に必要な施設・設備、図書館、情報ネ

ットワーク等の活用・整備の具体的方策 

【２４】 
① 旭川医科大学図書館改革のグランドデザ

インに基づき、図書館の設備の充実に努め、

利便性を高める。 

 

○教育体制及び教育支援体制の整備 

学部では、基礎医学授業の一部を、大学院博士課程では、「共通先端医学特論」「共通基盤医学特論」

「共通医学論文特論」において、多くの一般教育担当教員が担当した。 

また、教育センターに、実務を生かす部門制を組織し、カリキュラム部門、チュートリアル教育部

門、共用試験部門、臨床実習部門、地域医療教育部門、ＦＤ・授業評価部門及びスキルズ・ラボラト

リー部門を設置し、教育支援体制の充実を図った。 

 

○教育内容を明確化し充実させるための体制整備 

平成１９年度に採択された文部科学省の大学教育改革の支援プログラム「がんプロフェッショナル

養成プラン」において、がん専門医・専門看護師養成コースの設定に伴う教育課程や体制整備を図り、

がん薬物療法専門医養成プログラム（博士課程）で１人、がん看護専門看護師養成プログラム（修士

課程）で２人の学生が入学した。 

 

○教育環境の整備 

図書館において、平成１９年度に策定した「旭川医科大学図書館改革のグランドデザイン」に掲げ

た図書館の設備・利用環境の充実・向上を図るため、利用者閲覧机の個別照明を１４８席分設置した。

また、利用者自身による新たな選書方法として「ブックハンティング」を実施し、学生自らの手で書

店での選書（１００冊）を行い、学生の図書館利用と図書活用を促進した。 

さらに、職員宿舎の一部を転用して「緑が丘書庫」を設置し、図書館の資料を移動することにより、
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旭川医科大学 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
【２５】 
② 平成２０年度末までに、マルチメディア教

育設備の全学的な充実を図る。 
 

【２５】 

② 教育環境の整備と教育方法等の改善を図

るため、引き続き講義室等にマルチメディア

教育設備を整備する。 

【２６】 
○ 平成１７年度から、スキルズ・ラボラトリ

ーを、卒前・卒後医学教育、学内外の医療従

事者等の教育に積極的に活用する体制を整

備する。 

【２６】 

○ 教育センターのスキルズ・ラボラトリー部

門において、ユーザーズミーティングの開

催、利用実態の把握などにより、活用の充実

を図る。 
○ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善

につなげるための具体的な方策 
 
【２７】 
① 平成１６年度末までに、「学生による授業

評価」の点検評価を行い、授業評価方法を改

善する。 
 

○ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善

につなげるための具体的な方策 

【２７】 

① 授業方法の改善につなげるためのワーク

ショップの実施を検討する。 
統合科目での担当教員会議を教育センタ

ーのもとで開催し、コース設定の妥当性の検

討を開始する。 
【２８】 
② 平成１８年度末までに、教育者として優秀

な教員を表彰する制度を創設する。 
 

【２８】 

② 平成１７年度に創設した顕彰制度につい

て職員に広く周知するとともに、教育、研究

及び診療活動等の活性化を推進するため、特

に顕著な功績があったと認められる職員を

表彰する。 

図書館に約１３,９００冊分の新たな配架スペースを確保した。 

また、教育環境の整備と教育方法等の改善を図るため、講義室等にマルチメディア教育設備を整備

した。 

 

○臨床技術向上のための施設の有効活用 

スキルズ・ラボラトリーの活用の充実を図るため、管理要項を整備し、ユーザーズミーティングを

開催して利用者間の意見交換を行い、利用状況を調査した。 

 

○教育の質の改善 

教育方法等の改善を目的とした教員に対するＦＤ講演会、ＦＤワークショップを開催し、延べ 

２４０名が参加した。 
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(1) 教育に関する目標 

④ 学生への支援に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 学習支援に関する基本方針 
  学生一人ひとりの学習意欲を高めるための学習支援方法等を整備する。 

○ 生活支援等に関する基本方針 
  学生が、心身の悩みや生活全般についての問題を気軽に相談できる体制を整備する。 
○ 留学生の支援に関する基本方針 

留学生に対する各種支援活動を充実させる。 
 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
○ 学習相談・助言・支援の組織的対応に関す

る具体的方策 

【２９－１】 
① 「何でも相談窓口」、学年担当教員制度、

オフィス・アワーの周知徹底と活用を促進す

る。 

【２９】 
○ 学習相談・助言・支援の組織的対応に関す

る具体的方策 
学習に関する相談対応・助言を行う制度

を、周知徹底し活用を促進する。 
 

【２９－２】 

② 大学院における相談員制度の周知徹底と

活用を促進する。 

 

【３０】 
○ 生活相談、健康相談等に関する具体的方策 

健康指導・健康診断・カウンセリングを充

実させる。 

○ 生活相談、健康相談等に関する具体的方策

【３０－１】 
① 実習参加学生に対する各種感染予防や放

射線取扱いなどの健康指導を推進する。 
 【３０－２】 

② 健康診断受診の義務付けや受診率向上の

ためのＰＲ活動を推進する。 

 【３０－３】 

③ 禁煙に関する相談、カウンセリングやセク

ハラ・アカハラの相談体制を充実させるとと

もに、啓発活動を推進する。 

 

 

○学習相談・助言・支援の組織的対応 
学部及び大学院の新入生に配付する「学生生活のしおり」に、「何でも相談窓口」の設置及び相談

制度について記載し、オリエンテーション等において周知徹底を図った。 

オフィス・アワーについて、シラバス及び「学生生活のしおり」で周知した。 

投書箱「学生の声（ひとことふたこと）」の学内環境整備や授業・実習の改善要望に対し、迅速に

対応した。 

 

○生活相談、健康相談等 

学生の健康診断受診は、掲示、啓発活動及び関係教員からの受診指導等により、平成２０年度も全

員が受診した。 

禁煙及びセクハラ等に対して、ポスターの掲示及びリーフレットの作成・配付による啓発活動を行

うとともに、相談員について、広報誌及び学生生活のしおり等で周知を図った。 

 

○留学生の支援 

留学生に対し、日本語の補講を１２０時間実施し、日本語能力のレベルに合わせた指導を行うとと

もに、「学術振興後援資金支援事業」の一環として奨学資金を支援し、１件を採択、月額３０千円を

助成した。 

また、職員宿舎Ｂ棟の一部を国際交流センターとして転用することとし、住宅環境の整備に努めた。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
○ 留学生に対する配慮 
【３１】 
① 留学生に対し修学支援体制を充実させる。 

○ 留学生に対する配慮 

【３１】 

① 留学生に対し修学支援体制を充実させる。

【３２】 
② 留学生の住宅環境及び生活環境を向上さ

せるための方策を検討する。 

【３２】 

② 留学生の住宅環境及び生活環境の向上に

努める。 

 

 



旭川医科大学 

 
Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(2) 研究に関する目標 

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

○ 目指すべき研究水準に関する目標 
① 独創性を有する研究を推進し、グローバルレベルを目指す。 
② 地域に密着した研究を推進し、医学・医療への貢献を目指す。 

○ 研究成果の社会への還元等に関する目標 
① 学内の研究情報を社会へ公表する。 
② 研究成果の民間等での活用推進を図る体制を整備する。 
③ 社会のニーズに応え、連携研究を促進する。 

○ 研究の水準及び成果の検証に関する目標 
① グローバルレベルへの到達度を検証する。 
② 地域社会への貢献度を検証する。 

 
中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

○ 目指すべき研究の方向性 
【３３】 
① 独創性のある生命科学の研究を推進する。 

○ 目指すべき研究の方向性 

【３３】 

① 独創性のある生命科学の研究を推進する。

 

【３４】 
② 地域に特異的な疾患の研究を推進し、健康

増進に役立てる。 

【３４】 

② 地域に関連のある疾患の研究を推進し、健

康増進に役立てる。 

 

○ 重点的に取組む領域 
【３５】 
① 高次機能維持・遺伝子発現制御・難治性疾

患制御の分子基盤の研究 
 

○ 重点的に取組む領域 
【３５】 
① 高次機能維持・遺伝子発現制御・難治性疾

患制御の分子基盤の研究を引き続き推進す

る。 

 

【３６】 
② 地域に特異的な疾患の調査研究及び病態

解明に関する研究 
 

【３６】 

② 地域に関連のある感染性疾患・アレルギー

性疾患・寒圏医学等に関する調査研究及び病

態解明に関する研究を継続する。 

 

 

○独創性を有する研究の推進 
「独創性のある生命科学研究」について、学内公募し、研究戦略・教育支援室において選考し、 

２０件の研究課題に対し学長裁量経費から研究資金として総額１５,０００千円を助成した。 

 

○地域に密着した研究の推進 

「難治性寄生虫疾患（脳嚢虫症）に関する研究」、「白樺花粉症発症に係わる免疫機構に関する研究」

及び「積雪寒冷地での凍死の病態学的研究と診断確立」についての研究を継続的に推進し、エキノコ

ックス症の高精度診断キットを臨床現場に使用できるよう、高度医療評価の申請をすることとした。 

遠隔医療システムは、道内を中心に国内外５０の医療機関とネットワークを形成し、地域間の医療

格差の是正、医療過疎の解消に貢献している。平成１８年度から引き続き行っている、通信衛星を利

用した遠隔医療の実証実験の研究開発の一環として、利尻島等との伝送実験を定期的に行っている。

加えて、総務省の「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」として、北海道から委託を受け、遠隔医療セ

ンターが既に実施している拠点病院間との遠隔医療を地方病院や診療所にまで拡大し、全国展開が可

能な遠隔医療モデルを確立するために、遠隔医療支援システムの汎用化・標準化を行うとともに、遠

隔医療センターが実施している遠隔医療の有効性や実用性、及び他の地域や地方病院、診療所への適

用可能性を検証した。また、患者に対する切れ目のない医療支援体制を確立するため、地域の拠点病

院や診療所との連携による在宅療養支援の有効性についても検証した。さらに、総務省の公募事業で

ある、平成２０年度「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業（地域コミュニティ活性化・地域経済活性化
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
【３７】 
③ 遠隔医療の高質化研究開発と利用促進 
 

【３７】 

③ 遠隔医療システムの更なる高質化を図る

とともに、幅広いネットワークを形成し、国

内外の遠隔医療の推進に努める。 

 

○ 成果の社会への還元に関する具体的方策 
【３８】 
① 平成１６年度末までに、ホームページに学

内の研究情報を公開する。 

○ 成果の社会への還元に関する具体的方策 
【３８－１】 
① ホームページに掲載した学内の研究情報

を、随時更新する。 

 

 【３８－２】 
② 学術成果リポジトリの構築に向けて、論文

情報の登録を推進する。 

 

【３９】 
② リエゾンオフィスを設置し、研究成果の活

用促進を図る。 

【３９】 
③ リエゾンオフィスを核として、関係機関と

の連携について検討する。 
 

【４０】 
③ 地方公共団体や民間企業等地域社会との

研究連携を促進する。 

【４０】 
④ 引き続き、民間企業等との共同研究等を推

進する。 

 

○ 研究の水準及び成果の検証に関する具体

的方策 
【４１】 
① 研究の水準及び成果を、論文数・インパク

トファクター等により検証する。 

○ 研究の水準及び成果の検証に関する具体

的方策 
【４１】 
① 研究の水準及び成果を、論文数・インパク

トファクター等により客観的に検証する。 

 

【４２】 
② 地域社会貢献型の研究は、目標と成果に基

づいて検証する。 

【４２】 
② 地域社会貢献型の研究について、平成１７

年度に確立した検証方法に基づき検証する。

 

プロジェクト等）」が平成２１年３月に採択され、この事業は、旭川圏域の「住民による機能的な健

康管理意識の向上」から「農畜産物の食材を利用した健康食の普及」、さらには「地域産業との協働」

に対応するため、ＩＣＴを利活用した地域コミュニティの活性化を行う事業計画で、本学がこの事業

計画に参画している。 

 

○学内の研究情報の社会への公表 

ウェブサイトに掲載している教員の研究業績（学術論文、著書等）、学術講演、特許及び技術移転、

外部資金の受入などの学内の研究情報の実績を更新し、また、掲載サイトのレイアウトを見直し、検

索性・操作性の向上を図るなど利便性を高めた。さらに、学術成果リポジトリの充実に向け、学術論

文情報、各種統計、教材、講義、講演会情報を継続して登録し、平成２０年度末の登録件数は前年度

より８１１件増の１,４０５件となった。 

 

○研究成果の民間等での活用推進に向けた体制整備 

リエゾンオフィスに知的財産マネージャーを置き、大学知的財産アドバイザーと連携し、対外窓口

となるとともに、本学の研究シーズの発掘を開始した。平成２０年５月に本学を含む市内４大学・ 

１短大１高専は、旭川市とともに高等教育機関が連携して地域活性化を目指す「旭川ウェルビーイン

グ・コンソーシアム」を設立し、その中に「研究交流事業部会」「共同研究事業部会」を置いて、リ

エゾンオフィスが本学の産学連携活動及び地域連携活動を推進する体制を構築した。 

 

○社会のニーズに応えた連携研究の促進 

民間企業等との共同研究として、「慢性不眠の皮膚バリアの影響に関する検討」など２９件、受託

研究として、「腸内細菌由来の活性物質を用いた新規消化器癌治療薬の開発と臨床応用」など３１件

を実施している。また、寄附講座「消化管再生修復医学講座」、「眼組織再生医学講座」及び「人工関

節講座」の設置期間を延長し、高次機能維持・遺伝子発現制御・難治性疾患制御の分子基盤の研究と

して推進している。また、これら３講座に加え、遠隔医療の普及と更なる技術向上や臨床診断機器の

ＩＣＴ化推進の研究開発等を目的とした「医工連携総研講座」、心血管系分野の再生医療を中心とし

た質の高い基礎研究を遂行し、医療への応用を積極的に推進することを目的とした「心血管再生・先

端医療開発講座」を新たに設置した。 

 

○グローバルレベルへの到達度の検証 

点検評価室において、平成１６年度から平成１９年度に係る学部・研究科等を代表する優れた研究

業績及び重点的に取り組む研究領域について、インパクトファクター、サイテーションインデックス

及び社会的貢献の状況など客観的指標に基づき、研究の水準及び成果の自己評価を行った。この際に

論文の引用情報等を備えた２種類の学術情報データベース（SCOPUS 及び Web of Science）を活用し

た。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
 

○地域社会への貢献度の検証 

点検評価室において、重点的に取り組む研究領域の一つとして設定した「地域に特異的な疾患の調

査研究及び病態解明に関する研究（エキノコックスに関する研究、白樺花粉症発症に係る免疫機構に

関する研究、積雪寒冷地での凍死の病態生理学的研究と診断の確立に関する研究）」について、講座

等における研究活動の状況調査を踏まえて、研究論文、学会発表等の実績をもって検証し、評価した。 
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(2) 研究に関する目標 

② 研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ プロジェクト研究を推進支援するシステムを構築する。 
○ 研究評価に基づき、研究活動を活性化する。 
○ 成果の期待できる研究を推進する環境の整備を図る。 
○ 外部資金の獲得、知的財産等の管理、活用を促進する。 

 
中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

【４３】 
○ 研究戦略にかかわる企画・立案・推進など

の支援を行う研究戦略・教育支援室を充実さ

せる。 

【４３】 
○ 研究戦略・教育支援室を充実させ、研究戦

略にかかわる企画・立案・推進などの支援を

行う。 
○ 研究活動の評価及び評価に基づく奨励制

度の導入 
【４４】 
① 平成１６年度から、研究活動評価体制を充

実させ、自己評価を毎年、外部評価を３年毎

に行う。 

○ 研究活動の評価及び評価に基づく奨励制

度の導入 

【４４】 
① これまでの評価方法を見直し、自己評価を

実施する。 

 
【４５】 
② 研究活動等の評価に基づき、研究資金につ

いて傾斜配分を行う。 
 

【４５】 
② 各講座等から提出される研究活動の報告

及びその審査に供する基準の見直しを行う。

また、傾斜配分の重み付けの程度についても

検討を行う。 

【４６】 
③ 平成１８年度末までに、高い評価を受けた

研究成果に対する顕彰制度を導入する。 
 

【４６】 
③ 平成１７年度に創設した顕彰制度につい

て職員に広く周知するとともに、教育、研究

及び診療活動等の活性化を推進するため、特

に顕著な功績があったと認められる職員を

表彰する。 
【４７】 
○ 中央研究施設による研究支援体制の見直

し・整備・充実を図る。 

【４７】 
○ 総合研究棟（いわゆる基礎臨床研究棟）改

修に伴い、改修時の中央研究施設による研究

 
○プロジェクト研究を推進支援するシステムの構築 
研究担当副学長が中心となって、「研究に関する基本方針」を策定した。 

平成１９年度に採択された文部科学省の「橋渡し研究支援推進プログラム」において、プログラム

機関である北海道大学、札幌医科大学及び本学が、統合の機関として「北海道臨床開発機構」を組織

し、事業を進めている。 

研究戦略・教育支援室が中心となって、学内での「独創性のある生命科学研究」の公募、選考及び

検証等を実施した。また、前年度の研究成果を「旭川医科大学研究フォーラム誌」に掲載した。 

 

○研究評価に基づく研究活動の活性化 

本学の研究活動について、大学評価・学位授与機構が設定する評価項目（研究活動の状況、研究成

果の状況、質の向上度）等に準拠した自己点検・評価並びに平成１６年度から平成１９年度に係る学

部・研究科等を代表する優れた研究業績及び重点的に取り組む研究領域の研究業績について、インパ

クトファクター、サイテーションインデックス及び社会的貢献の状況など客観的指標に基づき、研究

の水準及び成果について検証した。 
教育研究基盤校費について、教育・研究・診療・社会貢献に関する活動状況に係る貢献度評価の結

果に基づく傾斜配分を行っており、平成２０年度には、「社会貢献に関する事項」の項目及び「入学

試験に関する貢献度」の傾斜配分の配点について見直した。職員表彰規程の運用に関する申合せをホ

ームページに掲載し、高い評価を受けた研究成果に対する顕彰制度について職員に周知するととも

に、特に顕著な功績があった職員の推薦を広く求めた。 
 
○成果の期待できる研究を推進する環境の整備 
総合研究棟（いわゆる基礎臨床研究棟）の全面的な改修を行っている。改修に際して、実験実習機

器センター内に代替のＰ２実験室を、また、動物実験施設内に実験動物の一時受け入れのための飼育 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
 支援を積極的に行う。 
○ 外部資金の獲得、知的財産管理等に係る具

体的方策 
【４８】 
 

【４８】 

○ 外部資金の獲得、知的財産管理等に係る具

体的方策 

① 外部資金獲得のため、「独創性のある生命

科学研究」を選定し、それに対し、学内で当

該研究への参画研究プロジェクトを公募し

研究班を形成する。 
【４９－１】 
② 文部科学省科学研究費補助金の申請を各

教員１件以上行い、採択率の向上に努める。

【４９】 
① 競争的資金獲得のため、文部科学省科学研

究費補助金の申請を各教員１件以上行う。 
 【４９－２】 

③ 厚生労働科学研究費補助金、ＣＲＥＳＴ、

ＮＥＤＯ事業等の申請について、学内研究プ

ロジェクトは積極的に申請を行う。 
【５０】 
② 知的財産創出手法、特許の出願や利益相反

問題等への対応など、知的財産に関する学内

啓発を行い、知的財産の計画的創出を図る。 
 

【５０】 
④ 知的財産創出手法、特許の出願や利益相反

問題等への対応など、知的財産に関する学内

啓発を行い、知的財産の計画的創出を図る。

 

室を整備した。中央研究組織の見直しのため、実験実習機器センター改革ワーキンググループを設置

し、今後のセンターの在り方や学内共同利用施設としての研究支援体制についての見直しに着手し

た。 
 
○外部資金の獲得及び知的財産等の管理・活用の促進 
外部資金の獲得、特に、大型競争的資金獲得に資することも視野に、「独創性のある生命科学研究」

を広く学内公募し、研究戦略・教育支援室において２０件の研究課題を選考し、学長裁量経費から研

究資金として総額１５,０００千円を助成した。なお、平成１９年度に支援した研究から４件が平成 
２０年度科学研究費補助金に採択された。文部科学省科学研究費補助金制度に関する説明会におい

て、本学所属の日本学術振興会学術システム研究センター研究員による講演、ホームページによる 
ＰＲ及び講座等への積極的な働きかけなどを行った結果、特定領域研究、新学術領域研究などに合計 
２９９件を申請した。また、文部科学省科学研究費補助金以外の各種研究費助成についても、説明会

及びホームページや電子メールを活用してＰＲや該当講座に個別に資料を配付した結果、厚生労働科

学研究費補助金、各種財団等に５０件の応募、（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）の「重点地域研究

開発推進プログラム（シーズ発掘試験）」に１０件申請し、うち３件が採択された。 
知的財産等の管理、活用を目指し、平成２１年２月に公募事業説明会として、産業技術研究助成事

業（ＮＥＤＯ）と（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）の「重点地域研究開発推進プログラム（シーズ

発掘試験）」の学内説明会を開催し、申請を促した結果、知的財産マネージャーが本学のコーディネ

ーターとして、シーズ発掘試験に１８件申請した。 
 
 

 



旭川医科大学 

 
Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(3) その他の目標 

① 社会との連携、国際交流等に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 地域医療を担う医療従事者の生涯学習及び職業能力の向上に貢献する。 
○ 住民への予防・健康医学等の啓発活動を行う。 
○ 教育面での社会貢献を推進する。 
○ 国際的な交流・連携・協力活動を推進するための体制を整備する。 

○ 発展途上国への研究支援を行う。 
 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
○ 地域の医療従事者に対する生涯学習サー

ビスの実施 
【５１】 
① 平成１６年度末までに、スキルズ・ラボラ

トリーを地域医療従事者の技能の向上・維持

のために開放する。 

○ 地域の医療従事者に対する生涯学習サー

ビスの実施 

【５１】 

① スキルズ・ラボラトリーを地域医療従事者

の技能の向上・維持のために開放する。 
 

【５２】 
② 遠隔医療センターのシステムを用いた学

外の医療機関へのリアルタイムでの医療技

術指導、画像診断及び病理診断サービスを拡

充する。 

【５２】 
② 遠隔医療センターのシステムを用いた学

外の医療機関へのリアルタイムでの医療技

術指導、画像診断及び病理診断サービスを拡

充する。 

【５３】 
③ ホームページにより医薬品情報の発信を

充実する。 

【５３】 
③ ホームページにより医薬品情報の発信を

充実する。 

○ 地域住民への予防・健康医学等の啓発活動

及び学習の場を提供する。 
【５４】 
① 年２回以上の公開講座を開催する。 

○ 地域住民への予防・健康医学等の啓発活動

及び学習の場を提供する。 
【５４】 
① 年２回以上の公開講座を開催する。 
 

【５５】 
② 住民の要請に応じて講師を派遣する「旭川

医科大学派遣講座」の内容を充実させる。 

【５５】 
② 住民の要請に応じて講師を派遣する「旭川

医科大学派遣講座」の内容を充実させる。 

 

 

○ 地域の医療従事者に対する生涯学習サービスの実施 
 地域の医療従事者を含め合同で開催する救命救急に関する講習会等にスキルズ・ラボラトリーを開

放した。また、遠隔医療システムを利用した地域の医療従事者や医療機関への支援では、道内を中心

に国内外５０の医療機関とネットワークを形成し、リアルタイムでの手術指導、ＭＲＩ・ＣＴ・Ｘ線

フィルム画像・心電図・消化管内視鏡像等の画像診断及び術中迅速病理組織診断（テレパソロジー）

を行った。 

 

○ 地域住民への予防・健康医学等の啓発活動等 

（公開講座） 

 前期公開講座として、看護に関する体験型講座『ピアグループによる取り組み“メタボにチャレン

ジ”』を、後期公開講座として、医学知識に関する講演型講座『知っておきたいがん検診 早期発見

でがん克服！』を開講した。 

（派遣講座） 

本学の教職員が、地方公共団体等の求めに応じて講演する「派遣講座」は、１６０名の講師と 

２５０を超える多様な講座テーマを用意するとともに、地域や社会のニーズに柔軟に応える取組が高

く評価され、過去最高の９７講座を開講した。 

（旭川ウェルビーイング・コンソーシアム） 

平成２０年５月に本学を含む旭川市内の高等教育機関（４大学・１短大・１高専）が、旭川市とと

もに連携して地域活性化を目指す「旭川ウェルビーイング・コンソーシアム」を設立し、事業部会の

一つとして「連携公開講座事業部会」を設置し、当該機関連携による、より幅広い生涯学習の要望に

応えるための検討を開始した。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
○ 社会人への教育上の配慮の促進 
【５６】 
① 夜間や夏季・冬季の休業期間中の研究指導

等の配慮を継続する。 

○ 社会人への教育上の配慮の促進 
【５６】 
① 夜間や夏季・冬季の休業期間中の研究指導

等の配慮を継続する。 

【５７】 
② 平成２１年度末までに、大学院の長期履修

コースの導入を検討する。 

【５７】 
② 大学院の長期履修コースを継続し、社会人

学生の勉学環境に配慮する。 
【５８】 
③ 平成２１年度末までに、医師・看護師以外

の専門家を養成するための医科学専攻大学

院の設置を検討する。 

【５８】 
③ 平成１９年度に大学院博士課程を改組し

ており、その実効性を見定めつつ、医科学専

攻大学院の設置に関する検討を進める。 

【５９】 
④ 初期卒後臨床研修終了後の病院勤務医に

対して、博士課程（夜間開講）入学を勧める。 
 

【５９】 

④ 卒後臨床研修終了後の病院勤務医に対し

て、博士課程（夜間開講）入学を積極的に勧

める。 

【６０】 
○ 平成２０年度末までに、附属図書館を地域

医療従事者へ２４時間開放する。 
 

【６０】 
○ 図書館の地域医療従事者への２４時間開

放の実施について広報し、利用の促進を図

る。 
○ 国際的な交流や留学生の受け入れについ

ての体制整備 
【６１】 
① 国際交流企画推進室を設置し、外国大学等

との学術交流・留学生交流を一層推進する。 
 

○ 国際的な交流や留学生の受け入れについ

ての体制整備 
【６１】 
① 国際交流推進室において、外国大学等との

学術交流・留学生交流の一層の推進に努め

る。現在実施されている講座等での国際交流

実績に基づいて諸外国大学等との姉妹校提

携について引き続き推進する。 

【６２】 
② 外国人研究者や留学生の宿泊施設を含め

た国際交流センターの設置を検討する。 

【６２】 
② 外国人研究者や留学生の宿泊施設を含め

た国際交流センターの設置に向け、更に準備

を進める。 

【６３】 
○ 発展途上国への研究技術供与を行う。 
 

【６３】 
○ 発展途上国への研究・教育・技術供与を行

う。 

 

○ 社会人への教育上の配慮の促進 
（社会人入学制度） 

大学院において、１８時以降の講義設定や休日を利用した研究指導など、学生に配慮した授業及び

研究指導を継続するとともに、社会人入学制度についてオープンキャンパスや専用ホームページ等で

ＰＲに努めた結果、平成２１年度入学者の社会人の割合は、修士課程で約９１％、博士課程で約７５％

を占めた。 

（長期履修コース） 

社会人学生の勉学環境に配慮し、これまでの修士課程に加え、平成２０年度から博士課程にも長期

履修コースを導入した。修士課程で１０名、博士課程で６名の学生が同コースを利用している。 

（病院勤務医へのＰＲ等） 

病院勤務医の博士課程入学について、専用ホームページによる広報活動や大学院担当教員による働

きかけなどに努め、平成２１年度入学者２２名のうち、１９名の病院勤務医が入学した。 

 

○ 図書館の開放 

地域医療従事者への２４時間開放については、フリーペーパーやホームページへの掲載等積極的に

ＰＲに努め、登録者２７名、延べ２８４件の利用があった。 

 

○ 国際的な交流や留学生の受入に係る体制整備 

（国際交流協定） 

講座等と海外の大学等との学術交流状況についての調査結果に基づき、寄生虫学講座の交流実績を

大学間学術交流に発展させることとし、インドネシア共和国ウダヤナ大学と国際交流協定を締結し

た。 

（国際交流センター） 

留学生の受入体制整備の一環として、平成２１年５月のオープンを目途に、職員宿舎Ｂ棟の一部を

転用し、家族用居室（１室）、単身用居室（６室）及び談話室を備えた国際交流センターを整備した。 

 

○ 発展途上国への研究技術供与等 

（ＪＩＣＡ委託事業） 

（１）平成１９年度まで５年間実施した「母子保健人材育成コース」の発展・継続事業として、改め

て受託した発展途上国の保健医療関係者が自国の乳幼児死亡率の低下や妊産婦の健康状態改善

を目指すために学ぶ「母子保健Ⅱコース」研修を、５年事業の１年目として４０日間にわたって

実施し、アジアのバングラデシュ、中東のアフガニスタン、中南米のハイチ、大洋州のマーシャ

ル、アフリカのスーダンなど１１カ国から保健師、助産師、看護師等１２人を受け入れた。 

（２）平成２０年度から新たにスタートした、保健セクターや地域保健師等によるサービス提供や住

民参加活動推進に資する具体的な計画の策定及び実践的な実施監督能力を獲得することを目的
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
とした「アフリカ地域 地域保健担当官のための保健行政コース」研修を３０日間にわたって実

施し、ガーナ、リベリア、ナイジェリア、シエラレオネから行政官、医師、看護師等８名を受け

入れた。 

（国際シンポジウム） 

平成２０年１０月に韓国（済州島）で開催された第１７回国際熱帯医学・マラリア会議で、「日本

学術振興会アジア・アフリカ学術基盤形成事業による人畜共通条虫症シンポジウム」を本学が主催し、

中国、タイ、インドネシア、イギリス、ドイツ、フランス、カメルーンの研究者及び大学院学生を招

聘した。 

（技術移転セミナー） 

平成２１年２、３月に中国、タイ、モンゴル、ブラジルから７名の研究者を招聘し、「エキノコッ

クス症、嚢虫症に関する免疫・遺伝子診断法」に関する技術移転セミナーを開催した。 

 

 

 



旭川医科大学 

 
Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況 

(3) その他の目標 

② 附属病院に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 医療の質の向上を目指す。 
○ 医療従事者の教育の充実を目指す。 
○ 業務運営の改善及び効率化を目指す。 

 
中期計画 年度計画 計画の進捗状況 

○ 患者本位の医療の充実・推進 
【６４】 
① 平成１６年度末までに、病棟・外来を臓器

別・系統別の診療体制にし、専門医療の高度

化を図る。 

○ 患者本位の医療の充実・推進 
【６４】 
① 各部門のセンター化を図るなど、専門医療

の高度化に努める。 

 

【６５】 
② 平成１８年度末までに、臓器別専門医療間

の緊密な連携を図り、総合的医療の充実によ

り全人的医療を目指す。 

【６５】 
② 臓器別診療体制が構築されており、更なる

充実を図る。 

 
【６６】 
③ 平成１８年度末までに、患者から医療サー

ビスの評価を受ける等、患者参加型の医療を

充実させる。 

【６６】 
③ 患者から、医療サービスの評価を受ける

等、患者参加型の医療を充実させる。 
 

【６７】 
④ 平成２０年度末までに、救命救急センター

の設置を検討する。 

【６７】 
④ 救命救急センターの設置を、継続的に検討

する。 
【６８】 
⑤ 平成１６年度末までに、医師、コ・メディ

カルによる緩和ケアチームを結成する。 

【６８】 
⑤ 今後も、緩和ケアの内容充実に努める。 
 

【６９】 
⑥ 患者サービスの提供と効率的な運営を目

的に、病院給食の質の向上を図る。 

【６９】 
⑥ 病院給食の更なる充実を図ることで、質の

向上を目指す。 
○ 診療支援体制の整備 
【７０】 
① 診療業務のさらなる効率化を推進するた

○ 診療支援体制の整備 
【７０】 
① 物流管理システム及び手術部物品管理シ

 
○ 医療の質の向上 
（患者本位の医療の充実・推進） 
平成２０年５月に呼吸器センターを設置し、専門医療の高度化及び臓器別診療体制の充実を図っ

た。 

病院ライブラリーでは、書籍やインターネットにより、患者及び家族に健康や病気に関する情報を

提供することで、患者参加型医療を支援した。また、患者や家族等からの要望に応えて開館時間を延

長した。 

救命救急センターの設置については、地域医療の要請等を踏まえながら、引き続き検討を行った。 

緩和ケアの充実では、専用病床を２床確保して機能アップを図るとともに、緩和ケアチームと診療

科との連携を密に、メンタルサポートや多職種アプローチにより緩和ケアを提供した。一方、地域の

医師及びコ・メディカルを対象に研修会（２回）及び緩和ケア講座（６回）を開催し、地域医療従事

者の緩和ケア教育に貢献した。 

病院給食では、入院時のスクリーニングを基に、多職種協働で栄養管理計画書を作成し、栄養管理

の充実を図るとともに、平成２０年９月に実施した病院食に関するアンケート調査を踏まえ、患者の

嗜好に沿って献立内容の改善に努めたほか、安全で安心な食事を提供するため、食材の産地確認や安

全確認保証書の提出を求めるなど、適宜対応している。 

 
（診療支援体制の整備） 
「物流システム」に取り込まれたデータを基に、経営コンサルタント会社の協力を得て、診療材料

費削減プロジェクトを展開する一方、新たな試みとして、平成２１年度中の実施を目途に、「手術部

物品管理システム」等を活用した術式別収支状況の大学病院間比較について検討を行っている。 

 地域医療総合センターでは、地域医療機関等への訪問、継続ケア地域連絡会の開催及び合同カンフ

ァレンスを実施するなど連携を強化した。また、腫瘍センターとの協働でＭＳＷの早期介入システム

を整備し、患者や家族の心理的、社会的サポートの充実を図ったほか、入退院センターとの協働で緊
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
め、物流部門として医療材料、消耗品等の供

給の一元管理を行う物流管理システムの充

実を図る。 

ステムの実績データを分析・活用し、経費削

減に取り組む。 
 

【７１】 
② 平成１７年度末までに、地域医療機関との

連携体制の拡充を目的に、地域医療連携室、

総合診療部、救急部、集中治療部、遠隔医療

センターを統括した「地域医療総合センタ

ー」を設置する。 

【７１】 
② 地域医療機関・福祉機関との連携を強化す

るとともに、地域医療総合センターと腫瘍セ

ンター及び入退院センター（仮称）との協働

を図る。 
 

【７２】 
③ 平成１６年度から、次世代遠隔医療ネット

ワーク制御技術の開発を推進する。 
 

【７２】 
③ 「医療の均てん化」を目指した新しい遠隔

医療ネットワークの研究開発（２－２）を継

続的に行う。 
【７３】 
④ 高度先進医療設備等の継続的充実を図る。 
 

【７３】 
④ 医療技術の水準を向上させるため、先進医

療にかかる設備等について、設備整備のマス

タープランに基づき、継続的な計画のもと充

実を図る。 

○ 高度先端医療の開発・提供 
【７４】 
① 医療技術水準の向上のために、高度先端医

療の開発・提供を図るほか、新たな診断・治

療・医療技術等の開発を推進する。 
 

○ 高度先端医療の開発・提供 
【７４】 
① 高度な医療技術の開発や、患者のニーズに

対応した先進医療を提供するため、高度先進

医療専門委員会を中心に、医療技術水準の向

上を図り、新たな診断・治療・医療技術等の

開発を推進する。 
【７５】 
② 電子カルテシステムを中心とした病院情

報管理システムの充実を図る。 
 

【７５】 
② 病院情報システム更新に伴う電子クリニ

カルパスシステムの全面的運用に向けて、更

なる検討を行う。 
また、放射線部門情報システムを導入す

る。 
○ 病院情報の公開と情報管理 
【７６】 
① 平成１８年度末までに、診療科、部門別診

療実績の公開を検討する。 

○ 病院情報の公開と情報管理 
【７６】 
① 病院情報として、診療科、部門別の診療実

績等をホームページ上において公開する。 

急入院患者の受入体制を整備し、空床の有効活用及び退院支援の充実を図った。 

研究開発では、「医療の均てん化」を目指す「新しい遠隔医療ネットワークの研究開発（２－２）」

を推進し、「伝送遅延の緩和」では、音声データの伝送遅延の軽減対策として、衛星回線よりも遅延

が少ない携帯電話網を利用する実用的なシステムを開発した。また､「画像・音声品質の最適化」で

は、医療画像の元データと別の拠点へ伝送した医療画像データとの解像度や音声品質の劣化状況や、

その解像度・音声品質が遠隔医療として運用可能か否かについて検証した。 

先進医療に係る設備等について、設備整備マスタープランに基づき紫外線照射装置、電子生体モニ

ター等を学内措置により整備した。また、核磁気共鳴断層撮影診断システム（ＭＲＩ）、ハイパワー

移動型Ｃアーム装置、デイサージャリー・システムの導入を決定した。 

 
（高度先端医療の開発・提供） 
先進医療の提供では、平成２０年１１月に「腹腔鏡下子宮体がん根治手術」の届出が受理されたほ

か、平成２０年度に新たに設定された第３項先進医療（高度医療）として、「エキノコックス症の迅

速診断」及び「難治性網膜硝子体疾患に対するアバスチン硝子体注入」の申請に向けて準備中である。 

病院情報管理システムの充実の一環として、平成２１年９月の新病院情報管理システムへの移行に

合わせて、「システム専門部会」を設置し、電子クリニカルパスシステムの全面的運用に向けて検討

している。また、平成２１年１月から放射線部門情報システム（ＰＡＣＳ＋ＲＩＳ）の稼動を開始し

た。 

 

（病院情報の公開と情報管理） 

ホームページでは、外来報告（診療科別の外来患者数、新患率、紹介率、院外処方箋発行率）、入

院報告（病棟別の入院患者数、病床稼働率、在院日数、特別室稼動状況、診療科別の入院患者数、病

床稼働率、在院日数）手術件数（診療科別・月別の手術件数）を定期的に報告したほか、受診案内に

先進医療を掲載し公開した。 

 
（医療の質やサービスに対する自己評価等） 

病院機能モニター委員会により、病院機能評価に準拠した自己評価を実施するとともに、年度計画

の実施状況や評価基準委員会で作成した｢評価基準｣に基づく自己点検・評価を実施した。なお、評価

結果は、教授会や病院運営委員会等で周知・公表している。 

 
（安全管理体制の整備） 

看護師の勤務体制を見直し、３交替制の一部の部署で２交替制を導入するとともに看護師を増員

し、平成２０年５月から７：１看護体制を実施した。また、臨床工学技士、トランスクライバー、精

神保健福祉士、臨床検査技師、視能訓練士、保育士及び外来クラークを配置して医師・看護師が本来

の業務に専念できる環境を整え、安全管理体制を強化した。 

- 54 - 



旭川医科大学 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
【７７】 
② 個人情報等のセキュリティを徹底するた

め、管理システムを整備する。 

【７７】 
② 病院情報管理システムにおけるセキュリ

ティを管理・点検し、必要な改善を実施する。

○ 医療の質やサービスに対して自己評価や

外部評価による評価制度の検討 
【７８】 
① 財団法人日本医療機能評価機構の認定を

取得することを目標に、病院機能の見直しと

恒常的な医療の質の向上を図る。 
 

○ 医療の質やサービスに対して自己評価や

外部評価による評価制度の検討 
【７８】 
① 病院機能モニター委員会による、定期的、

継続的な自己点検の実施により、病院機能状

況を把握し、恒常的な医療の質の向上を図

る。 

【７９】 
② 平成１７年度末までに、病院の目標・計画

等を評価するため、外部委員を含む評価基準

委員会を設置し、自己評価をするための基準

の設定を行い、平成１８年度から、目標・計

画にかかる自己点検を実施し、病院運営の改

善等に反映させる。 

【７９】 
② 目標・計画にかかる自己点検を実施し、病

院運営の改善等に反映させる。 
 
 

【８０】 
③ 評価結果については、院内外に周知・公表

する。 

【８０】 
③ 評価結果については、院内外に周知・公表

する。 
○ 安全管理（リスクマネジメント）体制の整

備 
【８１】 
① 平成１６年度から、安全管理から見た医

師、コ・メディカル等の勤務体制の見直しと

人員配置の適正化を検討する。 

○ 安全管理（リスクマネジメント）体制の整

備 
【８１】 
① 医師、コ・メディカルの勤務体制の見直し

と、安全管理からみた人員配置の適正化の検

討を、継続的に行う。 

【８２】 
② 平成１８年度末までに、安全な医療を提供

するため、外部委員の受入等、既存の安全管

理体制を見直す。 
 

【８２】 
② 安全な医療を提供するため、既存の安全管

理体制が十分な機能を果たしているか検

証・評価するとともに、更なる、機能強化の

充実を図る。 

○ 医療従事者等の教育・研修の充実 
【８３】 
① 平成１６年度から、総合診療部を中心とし

た卒後臨床研修センターを整備し、幅広い医

○ 医療従事者等の教育・研修の充実 
【８３】 
① 引き続き、協力病院との連携・協力を強め、

初期研修や後期研修を通じ、地域で一体とな

 医療安全機能強化の一環として、「チーム連携で事故防止」をテーマに、医療事故防止対策編ポケ

ットマニュアルを作成し、携帯させたほか、各部門が独自に計画・実施した医療安全等に係る取組結

果をポスターセッションで報告し、セクション間で取組を共有することで職員の安全意識の啓発を図

るなど、組織的な取組を行った。また、平成２０年４月から医療安全に関する知識を深め、質の高い

医療の提供と重大事態発生事例を学ぶことを目的に、職種別のｅ－ラーニングをＷＥＢ上に公開し、

医療安全管理部ホームページからのリンクで受講できる体制を整えた。 

 
○ 医療従事者の教育の充実 
（医療従事者等の教育・研修） 

医師の資質の向上では、卒後臨床研修センターを中心に、厚生労働省の「臨床研修プログラムに関

するモデル事業実施要綱」に基づき、臨床研修コースに新たに、内科、小児科、外科、眼科及び麻酔

科・蘇生科の５つの特別コースを設定し、初期臨床研修の充実を図った。 

また、北海道大学、札幌医科大学、東京慈恵会医科大学とともに文部科学省の「大学病院連携型高

度医療人養成推進事業」で、後期臨床研修を当該大学間で横断的に実施するプログラムが採択され、

後期臨床研修の充実を図った。 

コ・メディカル職員の研修参加を積極的に支援するため、３４８件の参加経費を大学が全額負担し

た。 

医師、コ・メディカル職員等を対象に、院内感染防止に関する取組として講演会及び演習を８回、

また、医療安全に関する取組として講演会、報告会、講習会、ポスターセッション、グループワーク

等多様な方法により教育・研修を実施した。 

医療従事者に対する生涯教育では、平成２１年２月に復職・子育て・介護支援センターの主催で、

橋本聖子外務副大臣による「アスリート・国会議員、そして母として」と題する特別講演会を、また、

職員の意識向上を目的として、平成２１年２月に民間企業から講師を招き、「接遇」に関する講演会

を開催した。 

地域医療従事者等への教育サービスの一環として、遠隔医療センターをキーステーションに、北海

道内の自治体や病院等複数の会場をインターネット回線で結び、双方向による講演会「北海道メディ

カルミュージアム」を４回開催し、「乳がんを知りましょう－早期発見と適切な治療－」や「歯周病

から舌ガン治療まで－歯科口腔外科の最前線－」などをテーマに、身近な医療に関する知識や情報を

提供した。 

 
○ 業務運営の改善及び効率化 
病院改革に係るタスクフォースにおいて、大学運営のコンサルタントとして外部から登用した学長

特別補佐を交えて、外来診療の在り方、入退院センターの設置、ＩＣＵを含めた救急体制について検

討を行った。 

自費診療では、エキシマレーザー屈折矯正手術等の患者の積極的な受入れ、分娩介助料の診療単価
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
療知識と技術を有する臨床医の養成のため、

初期臨床研修プログラム等の充実を図る。 
って医師を養成する体制を強化する。 

 
【８４】 
② 平成１７年度末までに、院内の医師、コ・

メディカル等職員の生涯教育として、各分野

の専門的な生涯教育プログラムの作成・実践

を行う。 

【８４】 
② 引き続き、院内の医師、コ・メディカル等

職員の生涯教育として、各分野における専門

的な生涯教育を行う。 

 

【８５】 
③ 平成１６年度から、職員の意識改革を図る

ため、接遇、経営戦略等の研修を開始する。 

【８５】 
③ 職員の意識向上を目的として、接遇、経営

戦略等に係る研修を実施する。 
【８６】 
④ 平成１６年度から、地域医療従事者等に対

する生涯教育の充実を図るため、遠隔医療シ

ステム等を活用した最新の医療知識・技術を

学ぶ機会を提供する。 

【８６】 
④ インターネットを介した「北海道メディカ

ルミュージアム」を利用し、道内の医療従事

者や住民に対し、身近な医療に関する知識や

情報を提供する。 

○ 病院長補佐体制の強化 
【８７】 
① 平成１６年度から、病院長をサポートし、

病院経営戦略を企画・立案・実施するため経

営企画部の充実を図る。 
 

○ 病院長補佐体制の強化 
【８７】 
① 健全な病院経営を目的に、学長特別補佐の

参画のもと、病院経営戦略として、将来を見

据えた基本計画を提案することで、病院長の

補佐体制を充実させる。 

【８８】 
② 平成１６年度から、病院長の職務、職責は

格段に拡大することに伴い、病院長補佐体制

を強化する。 

【８８】 
② 必要に応じて、看護部はじめ各診療部門等

その専門性を考慮したメンバーにより、病院

長補佐体制の強化を図る。 

○ 自己収入の増加 
【８９】 
① 自費診療（検診等）の積極的導入により、

増収を図る。 

○ 自己収入の増加 
【８９】 
① 自費診療の積極的な受入れを行い、増収を

図る。 

【９０】 
② 高度先進医療の提供や特殊外来等におけ

る医療の高度化により、増収を図る。 

【９０】 
② 先進医療の提供や特殊外来等における医

療の高度化により、増収を図る。 
【９１】 
③ 各診療科・部門の収支を明確に示すことに

【９１】 
③ 病院管理会計システムを利用した収支分

の見直しなどにより前年度比約１６,０００千円、先進医療でも前年度比４８２千円の増収を達成し

た。 

病院管理会計システムのデータを基に、検査等項目別のデータ分析やＤＰＣ別のデータ分析、特定

の部門や患者の収支分析等を行い、コストの意識改革を図った。 

地域医療連携室では、他医療機関と連携を強化するとともに、入院の早期の段階から入退院センタ

ーや医療スタッフとの情報を共有し、入院中から退院後の支援を行うことで、平均在院日数の短縮と

併せて稼働率の向上に努め、病院収入の増収に貢献した。 
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況 
より、職員の意識改革を図る。 析を提示し、コストの意識改革を図る。 

【９２】 
④ 地域医療連携室の機能強化により、自己収

入の増加を図る。 
 

【９２】 
④ 地域医療連携室の業務の拡充を図り、機能

を強化することにより病院収入の増加を図

る。 
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項       医学科の平成２１年度入学定員について、国の「緊急医師確保対策（平成１９年５月３１日政

府・与党）」に基づき７名を、さらに「経済財政改革の基本方針２００８（平成２０年６月２７

日閣議決定）」に基づき５名を増員し、１００名から１１２名に改定した。 

 

○教育研究等の質の向上の状況 

 ○学生リーダーシップ賞の制定 

◎教育に係る取組 学生活動の活性化を図ることを目的として、医師及び看護職者に求められる基本的な資質とし

てのリーダーシップの素養を身に付けることを推奨するため、本学又は社会において、目標実現

に向けて積極的に行動する取組を行い、成果を挙げた学生を表彰する「学生リーダーシップ賞」

を新たに制定し、平成２０年１２月に２名、平成２１年３月に３名の学生を表彰した。 

○学生による授業評価の抜本的見直し 

 教育センターＦＤ・授業評価部門において、学生による授業評価の抜本的見直しを行い、評価

内容の大幅な改訂、評価結果の学長への報告、評価点の低い教員に対するＦＤ行事等への参加推

奨を盛り込むなど改善を図った。 ○看護学科学生への奨学資金貸与制度の創設 

○カリキュラムの改正 看護学科の学生に対する経済的な支援を行うことを目的として、本学卒業後直ちに、本学病院

に常勤の看護職員として勤務した場合は、勤務月数に相当する月数分の返還を免除する「奨学資

金貸与制度」を創設し、１０８名の学生に貸与した。 

平成１９年度に策定した「教育改革のグランドデザイン」との整合性を考慮しつつ、カリキュ

ラム改正を行い、入学初期の早期体験実習Ⅰと２年次の早期体験実習ⅡをＩＣＭ（introduction 

to clinical medicine）と位置付けたうえで、早期体験実習Iについては、これまでの医学科の

実習から医学科と看護学科の合同実習とすることとした。また、早期体験実習Ⅱについては、講

義と結びつける体系化を図った。 

○図書館の整備 

・図書館改革のグランドデザインに掲げた図書館の設備・利用環境の充実・向上を図るため、利

用者閲覧机の個別照明を１４８席分設置した。 

その他、１）豊かな人間性を育成するため、「医学チュートリアルⅠ」において、「基礎生物学」

の演習と位置付けるよう授業内容を改善し、「医学チュートリアルⅡ」においては、開講年次を

１年次から２年次に変更、プレゼンテーションを含めたスキルの向上を目指す内容とした。２）

学生の評価が十分に行えるように、「系別Ⅵ、Ⅷ」等の統合科目を改編した。３）診療参加型臨

床実習の総時間数の変更（58週→52週）、６年生の自由選択実習枠の設定変更を行った。 

・利用者自身による新たな選書方法として「ブックハンティング」を実施し、学生自らの手で書

店での選書（１００冊）を行い、学生の図書館利用と図書活用を促進した。 

・職員宿舎の一部を転用して「緑が丘書庫」を設置し、図書館の資料を移動することにより、図

書館に約１３,９００冊分の新たな配架スペースを確保した。 

○大学院教育の充実 

○医学科ＡＯ入試北海道地域枠の新設 大学院での統合セミナーとして、生命倫理に関する「共通基盤医学特論」、また、「先端医学特

論」さらに、英文論文の作成・発表方法を取り入れた科目「共通医学論文特論」を開講した。  北海道の医師不足を解消することを目的として入試改革を行い、「ＡＯ入試北海道地域枠」を

新設した。前年度に導入した「地域枠推薦入試」と合わせ、全体として入学定員の５割を道内出

身の枠とした。 

 

 

◎研究に関する取組 ○平成２０年度文部科学省「質の高い大学教育推進プログラム」採択 

○学内公募による「独創性のある生命科学研究」への研究助成 アドミッション・ポリシーの周知徹底を図ると共に、より地域医療に関心を持つ受験生を増や

すため、入学センターに「高大連携推進部会」を設置し、地元高校への出前授業や道内高校での

説明会を行った。さらに平成２０年度文部科学省「質の高い大学教育推進プログラム」に「高大

病連携によるふるさと医療人育成の取組」が選定され、平成２１年２月に、高大連携の枠を越え

た高大病連携合同シンポジウム等を開催した。 

「独創性のある生命科学研究」について、外部資金の獲得に資することも視野に、より広く学

内公募し、研究戦略・教育支援室において２０件の研究課題を選考し、学長裁量経費から研究資

金として総額１５,０００千円を研究助成した。 

○学術振興後援資金を用いて実施する支援事業 

募金により運営されている学術振興後援資金を用いて実施する支援事業として、若手研究者に

対する「研究活動助成事業」（５件；２,５００千円）、若手研究者が国際学会に参加することを

支援する「国際学会等派遣事業」（３件；４５０千円）、私費外国人留学生が修学・研究に打ち込

めるよう奨学資金を支援する「留学生支援事業」（１件；３６０千円）に助成した。 

○メディカルキャンプセミナーの実施 

医学部進学志望の高校生の医学への興味・関心を一層高め、将来の北海道の医療に貢献する人

材を育てることを目的として、北海道教育委員会と北海道大学医学部、札幌医科大学及び本学が、

連携と協力に関する協定を締結した。当該協定に基づき、北海道教育委員会が進める「地域医療

を支える人づくりプロジェクト」に協力、平成２０年８月に、本学を会場に医学部志望の高校生

を対象にしたメディカルキャンプセミナーを実施した。 

○知的財産部門の強化 

○医学科の入学定員増 

知的財産部門の強化及び学内の知的財産創出のため、独立行政法人工業所有権情報・研修館の

「大学知的財産アドバイザー派遣事業」により派遣された専門家を、客員教授として登用すると
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ともに、リエゾンオフィスに知的財産マネージャーを配置した。学内の研究シーズ発掘及び知的

財産に関する啓発活動のための研究室訪問や、知的財産ポリシーの策定に着手するなど、知的財

産管理体制の整備・充実を図った。 

○重点地域研究開発推進プログラム（シーズ発掘試験）への申請 
（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）の「重点地域研究開発推進プログラム（シーズ発掘試験）」

に、知的財産マネージャーが本学のコーディネーターとなり、１８件を申請した。 
○旭川での高等教育機関連携活動 

平成２０年５月に本学を含む市内４大学・１短大１高専の高等教育機関が、旭川市とともに連

携して地域活性化を目指す「旭川ウェルビーイング・コンソーシアム」を設立し、その中に「研

究交流事業部会」及び「共同研究事業部会」を置き、地域の協働戦略として人と地域の健康度が

高められるウェルビーイング社会を達成するよう活動を行っている。 

○トランスレーショナル・リサーチ事業 

平成１９年度に採択された文部科学省の「橋渡し研究支援推進プログラム」において、プログ

ラム機関である北海道大学、札幌医科大学及び本学による統合の機関として「北海道臨床開発機

構」を組織し、「ゆるむ事のない人工関節開発へのブレークスルーの橋渡し研究」及び「エキノ

コックス症の新規診断キットの開発」について、シーズ研究の支援事業を進めている。 

○寄附講座の新規開設及び延長 

平成２０年４月から「医工連携総研講座」(寄附金受入額：５００,０００千円／５年、客員教

授１名、特任准教授１名、特任講師１名、特任助教２名) を、平成２０年９月から「心血管再生・

先端医療開発講座」（寄附金受入額：８１,０００千円／３年、特任准教授１名、特任講師１名）

を設置した。また、平成１７年４月から開設していた寄附講座「消化管再生修復医学講座」及び

「眼組織再生医学講座」、平成１８年４月から開設していた「人工関節講座」の３講座を延長し

て設置することを決定した。 

○学術情報データベース等の利便性の向上 

学術情報データベース「ＳＣＯＰＵＳ」及び電子ジャーナル「Science Direct」について、 

ＩＤ及びパスワードを図書館に申請することで、自宅や出張先など学外からの利用を可能とした。 

 

 

◎社会連携・地域貢献に係る取組 

○「道北ドクターヘリ」誘致への協力 

道北地域へのドクターヘリ誘致に向け、自治体や地域医療機関との連携を推進するとともに、

格納庫、給油施設等の敷地を協力病院である本学が提供することとし、誘致に成功した。 

○派遣講座 

１６０名の講師と２５０を超える多様な講座テーマを用意するとともに、地域や社会のニーズ

に柔軟に応える取組が高く評価され、過去最高の９７講座を開講した。 

○ＩＣＴ技術を活用した講演会「北海道メディカルミュージアム」の開催 

遠隔医療センターをキーステーションに、北海道内の自治体や病院等複数の会場をインターネ

ット回線で結び、双方向による講演会「北海道メディカルミュージアム」を４回開催し、地域の

医療従事者や住民に向け、身近な医療に関する知識や情報を提供した。 

○医学古文書（メディカル・アーカイブス）展示会の企画・開催 

  図書館において「医学古文書（メディカル・アーカイブス）展示」の一環として、東京帝國大

学医科大学講義ノートや古今の人体解剖図、江戸後期の蘭方医 宇田川玄真の業績など医学史料

の展示会を４回にわたって開催し、一般市民にも公開した。新聞、テレビ等メディアにも取り上

げられ、多数の市民が鑑賞した。 

 

 

◎国際交流に関する取組 

○国際交流センターの整備 

留学生の受入体制整備の一環として、平成２１年５月のオープンを目途に、職員宿舎Ｂ棟の一

部を転用し、家族用居室（１室）、単身用居室（６室）及び談話室を備えた国際交流センターを

整備した。 

○ＪＩＣＡ研修の受入 

① 国際協力機構（ＪＩＣＡ）からの委託事業で、発展途上国の保健医療関係者が自国の乳幼児

死亡率の低下や妊産婦の健康状態改善を目指すために学ぶ、「母子保健Ⅱコース」研修を４０

日間にわたって実施し、バングラデシュ、ウルグアイ、パプアニューギニア、スーダンなど 

１１カ国から保健師、助産師、看護師等１２人を受け入れた。 

② 保健セクターや地域保健師等によるサービス提供や住民参加活動推進に資する具体的な計

画の策定及び実践的な実施監督能力を獲得することを目的とした「アフリカ地域 地域保健担

当官のための保健行政コース」研修を３０日間にわたって実施し、ガーナ、リベリアなど４カ

国から行政官、医師、看護師等８名を受け入れた。 

○国際遠隔医療 

平成２０年５月にＧ８主要国首脳会議「北海道洞爺湖サミット」に先立ち国内外メディアを対

象としたプレスツアーで、総務省が進める「アジア・ブロードバンド計画」の一環として、本学

の遠隔医療センターを介して日本・シンガポール共和国・タイ王国の３カ国を結んで実施した高

画質立体動画の伝送実験「３Ｄ－ＨＤバーチャル眼科シンポジウム」について紹介した。 

○国際シンポジウムの開催 

平成２０年１０月に韓国で開催された「第１７回国際熱帯医学・マラリア会議」の主要シンポ

ジウムとして、「日本学術振興会 アジア・アフリカ学術基盤形成事業による人畜共通条虫症シン

ポジウム」を開催した。 

○技術移転セミナーの開催 

平成２１年２、３月に中国、タイ、モンゴル、ブラジルから７名の研究者を招聘し、「エキノ

コックス症、嚢虫症に関する免疫・遺伝子診断法」に関する技術移転セミナーを開催した。 
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○附属病院について ○病院長補佐体制の充実 

 大学運営のコンサルタントとして外部から登用した学長特別補佐を病院経営にも参画させる

ことで、病院長補佐体制の充実を図った。 １．特記事項 

 ○病院改革にかかるタスクフォース会議での検討 

○卒後臨床研修センターの強化 平成１９年度に設置した「病院改革にかかるタスクフォース会議」において、大型機器の導入

や医師等の負担軽減などについて検討を重ね、継続的・安定的な病院経営を行うため、「旭川医

科大学病院グランドデザイン」を策定した。 

卒後臨床研修センターは、診療科等の臨床研修担当教員で構成しており、各科での研修を指導

し、連絡調整を行っている。また、より質の高い臨床研修を行うため、指導医のＦＤの一環とし

て、指導医ワークショップを開催した。また、平成２１年２月から副センター長を１名から３名

に増員し、センター組織の体制を強化した。 

 

 

２．共通事項に係る取組状況 ○呼吸器センターの設置 

 呼吸器内科、呼吸器外科及び腫瘍外科等からなる呼吸器センターを設置し、先進かつ専門性を

有する呼吸器診療を充実させるとともに、呼吸器疾患に係る先進・専門医療の研究、診療技術等

の教育を行った。 

（１）質の高い医療人育成や臨床研究の推進等、教育・研究機能の向上のために必要な取組（教育・

研究面の観点） 

＊教育や臨床研究推進のための組織体制（支援環境）の整備状況 ○「道北ドクターヘリ」誘致への協力 

○卒後臨床研修センターの強化 道北地域へのドクターヘリ誘致に向け、自治体や地域医療機関との連携を推進するとともに、

格納庫、給油施設等の敷地を協力病院である本学が提供することとし、誘致に成功した。   卒後臨床研修センターは、診療科等の臨床研修担当教員で構成しており、各科での研修を指導

し、連絡調整を行っている。また、より質の高い臨床研修を行うため、指導医のＦＤの一環とし

て、指導医ワークショップを開催した。また、平成２１年２月から副センター長を１名から３名

に増員し、センター組織の体制を強化した。 

○がん診療体制の整備 

腫瘍センターを核とし、がん相談支援センターの設置、緩和ケアの充実や研修の実施など、が

ん診療の院内体制を整備したことにより、平成２１年度から地域がん診療連携拠点病院の指定を

受けた。 ○呼吸器センターの設置 

呼吸器内科、呼吸器外科及び腫瘍外科等からなる呼吸器センターを設置し、先進かつ専門性を

有する呼吸器診療を充実させるとともに、呼吸器疾患に係る先進・専門医療の研究、診療技術等

の教育を行った。 

○先進医療の積極的な取組 

平成２０年１１月２８日付けで、「腹腔鏡下子宮体がん根治手術」が先進医療として認められ、

同年１２月からの算定が可能となった。 

○トランスレーショナル・リサーチ事業 ○病院情報管理システムの更なる充実 

平成１９年度に採択された文部科学省の「橋渡し研究支援推進プログラム」において、プログ

ラム機関である北海道大学、札幌医科大学及び本学による統合の機関として「北海道臨床開発機

構」を組織し、「ゆるむ事のない人工関節開発へのブレークスルーの橋渡し研究」及び「エキノ

コックス症の新規診断キットの開発」について、シーズ研究の支援事業を進めている。 

「放射線部門情報システム」を導入し、画像のデータ化による省力化・検査結果提供の迅速化

等を図った。 

また、病院情報ネットワークの更新の際に、外部からの不法アクセスに対するセキュリティー

を強化した。 

 ○診療体制の充実 

＊教育や研究の質を向上するための取組状況（教育研修プログラム（総合的・全人的教育等）の整平成１８年度から「看護師確保プロジェクトチーム」を組織するなど看護師確保に全学的に取

り組み、平成２０年５月に看護配置基準の上位加算（７：１看護体制）を取得した。 備・実施状況、高度先端医療の研究・開発状況等） 

○ 医師の卒後臨床研修に関し、厚生労働省が定めた「臨床研修プログラムに関するモデル事業実

施要綱」に基づき、これまでの臨床研修コースのほかに、新たに内科、小児科、外科、眼科及び

麻酔科・蘇生科の５コースを設定し、初期臨床研修プログラムの充実を図った。 

また、臨床工学技士、トランスクライバー、精神保健福祉士、臨床検査技師、視能訓練士、保

育士及び外来クラークを配置して、医師・看護師が本来の業務に専念できる環境を整えた。 

○入退院センターの試行的運用 

平成２０年４月から、患者の身体的・社会的・精神的リスクを早期に把握し、また、スムーズ

な入退院を実現する専門職種間の連携によるチーム医療推進のため、患者への説明・聞き取り、

空床管理、入院の連絡調整などの業務のセンター化について、一部の病棟を対象に試行した。 

○ 文部科学省の「大学病院連携型高度医療人養成推進事業」に、北海道大学、札幌医科大学、東

京慈恵会医科大学に本学を加えた４大学間で、後期臨床研修を横断的に実施するプログラムが採

択され、後期臨床研修プログラムの充実を図るとともに指導医養成ワークショップを開催し、指
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導医の育成を行った。 ○ 名称が似ている薬剤の誤調剤のインシデント事例（アルマールとアマリール）を踏まえて、薬

事委員会に名称が似ている薬剤のジェネリック薬品などへの採用見直しを依頼した。 ○ 職員に幅広い能力開発を促す自己啓発の機会を提供すること等を目的に、職員の自己啓発等休

業制度を導入し、休業して大学院等における修学を可能とした。 ○ 「義歯・眼鏡・アクセサリー等」の紛失防止対策として、蓋付きのプラスチックケース、ジッ

パー付きビニール袋を各部署に配付した。 ○ 平成２０年１１月２８日付けで、「腹腔鏡下子宮体がん根治手術」が先進医療として認められ、

同年１２月からの算定が可能となった。 ○ 急性肺血栓塞栓症発生時の院内緊急対応手順等を作成するとともに、病院全体としての対応策

を決定するため肺塞栓対応チーム（複数診療科６名で構成）を発足し、該当患者が発生した場合

の体制を整備した。 
 

＊その他 
○初期臨床研修医の待遇改善 ○ 高圧ガス保安法に基づき、受け入れ・保全等に関連のある各課職員のために、保安教育を開催

した。   医師確保対策の一環として、初期臨床研修医の待遇改善を図るため、道内企業からの寄附を活

用し、研修終了後の一定期間を本学の定める地域医療機関において診療に従事した場合には、研

修資金の返還を免除する「研修資金貸与制度」を新設し、貸与を開始した。 
 

＊患者サービスの改善・充実に向けた取組状況 

○コ・メディカル職員の研修経費支援 ○ボランティアの積極的な活動 

  患者サービスの一層の向上を図るため、「病院ボランティア」を活用した。約６０人のボラン

ティアが、診療手続き等に不慣れな患者の案内や高齢者の介助、病院ライブラリーでの案内、小

児病棟での子供のお世話等に積極的に活動した。 

コ・メディカル職員の資質の向上を図り、また、研修参加への意欲を高めるため、これまで殆

どが自己負担であった研修に係る経費を、大学が全額負担することとし、３４８件支給した。 
 

○院内コンサート等各種催し  

（２）質の高い医療の提供のために必要な取組（診療面の観点） ・病院玄関ホールに節句に合わせて、鯉のぼり、七夕飾り、雛人形を飾った。 

＊医療提供体制の整備状況（医療従事者の確保状況含む） ・入院患者の心を癒す場を提供するため、休院日に病院玄関ホールを利用し、定期的にコンサー

トを開催した。平成２０年度は、室内合奏団、ギター部、合唱部によるコンサート等の演奏会

を催し、好評を得た。 

○ 平成１９年度に引き続き看護師を増員し、７：１看護体制を実施するとともに、看護師の勤務

体制を見直し、一部の部署において３交替制勤務から２交替制勤務に変更した。 
○ 臨床工学技士、トランスクライバー、精神保健福祉士、臨床検査技師、視能訓練士、保育士及

び外来クラークを配置して、医師・看護師が本来の業務に専念できる環境を整えた。 

・クリスマスには、玄関ホールにクリスマスツリーを飾るとともに、サンタクロースに扮した病

院長始め病院スタッフが小児科病棟に入院している患者を訪問し、プレゼントを手渡した。ま

た、職員から入院患者全員に対しクリスマスカードを手渡した。直近の日曜日には旭川市立緑

が丘中学校吹奏楽部によるクリスマスコンサートを催し、好評を得た。 

○「診療助教」制度の創設 
地域の医療機関への医師供給を目的とした、北海道との「地域医療支援医師派遣に関する協定」

に基づき、北海道からの委託費により、本学が直接医師を雇用する「診療助教」制度を創設した。 ・平成２０年１０月に、「クリニクラウン」２名による小児科病棟訪問が行われた。 
○病院ライブラリーの開館時間の延長 ○入退院センターの試行的運用 

  患者からの要望に応えて、病院ライブラリーの開館時間を延長した。 平成２０年４月から、患者の身体的・社会的・精神的リスクを早期に把握し、また、スムーズ

な入退院を実現する専門職種間の連携によるチーム医療推進のため、患者への説明・聞き取り、

空床管理、入院の連絡調整などの業務のセンター化について、一部の病棟を対象に試行した。 

（午後１時３０分閉館→午後４時閉館（月・水・金曜日）） 
 

＊がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組状況  

＊医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備状況 ○緩和ケア教育 

○ 「チーム連携で事故防止」をテーマに医療安全ポケットマニュアルを作成し、各部署のリスク

マネージャーから指針・内容等を説明後、職員に配付し携帯することとした。 
 研修会として、平成２０年９月に「EPEC-O Summer Seminar in Asahikawa」、平成２１年３月

に「北海道緩和ケア研修会in富良野」を開催した。さらに、６回にわたり、「旭川緩和ケア講座」

を開催し、周辺市町村の医師及びコ・メディカルを対象に緩和ケア教育を行った。 ○ 病院長、医療安全管理部長、ＧＲＭに公用携帯電話を配付し、時間外緊急連絡網を整備した。 
○ 救急部からの要請で、ＡＥＤ設置場所に人工呼吸器用マスクを配備した。 
○ 安全研修の一環として、ｅ－ラーニングを構築し、職員が時間にとらわれず、研修できる体制

とした。 

○ がん対策推進基本計画（平成１９年６月１５日閣議決定）において「がん診療連携拠点病院」

のさらなる体制整備が進められることとなり、本院においても地域医療に貢献するため当該拠点

病院の指定を受けるべく体制を整備し、「地域がん診療連携拠点病院」の指定を受けた。 
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＊その他 
○教授ポストの新設 
  手術部及び病理部の部長ポストについて、両部署の病院における任務や職責の重大性に鑑み、

准教授から教授に格上げして配置した。また、新設の呼吸器センターについても同様の理由によ

り、教授を配置した。 
 

 

（３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組（運営面の観点） 

＊管理運営体制の整備状況 

○病院改革にかかるタスクフォース会議での検討 

平成１９年度に設置した「病院改革にかかるタスクフォース会議」において、大型機器の導入

や医師等の負担軽減などについて検討を重ね、継続的・安定的な病院経営を行うため、「旭川医

科大学病院グランドデザイン」を策定した。 

○入退院センターの試行的運用 

平成２０年４月から、患者の身体的・社会的・精神的リスクを早期に把握し、また、スムーズ

な入退院を実現する専門職種間の連携によるチーム医療推進のため、患者への説明・聞き取り、

空床管理、入院の連絡調整などの業務のセンター化について、一部の病棟を対象に試行した。 

○中央診療施設等の各部長の選考方法の見直し 

  中央診療施設等の各部長の選考方法について、教育・研究及び診療は一体のものとして行うと

いう基本姿勢は維持しつつ、中央診療施設等の業務量の増大や各部長の職責の重大性に鑑み、教

育・研究及び診療等の業務及び責任を分散させ、病院長の指名により柔軟な人員配置が可能とな

るよう、選考方法を見直した。 

 

＊外部評価の実施及び評価結果を踏まえた取組状況 

○ 恒常的な医療の質の向上を図るため、病院機能モニター委員会により、病院機能評価に準拠し

た自己評価を実施した。 

  また、平成２２年３月に財団法人日本医療機能評価機構の認定更新を予定しており、その審査

に適用される新評価項目（Ver.6.0）について、病院機能モニター委員会を中心に検討を開始し

た。 

 

＊経営分析やそれに基づく戦略の策定・実施状況 

○病院改革にかかるタスクフォース会議での検討 

平成１９年度に設置した「病院改革にかかるタスクフォース会議」において、大型機器の導入

や医師等の負担軽減などについて検討を重ね、継続的・安定的な病院経営を行うため、「旭川医

科大学病院グランドデザイン」を策定した。 

○ 病院管理会計システムのデータを基に、検査等項目別のデータ分析やＤＰＣ別のデータ分析、

特定の部門や患者の収支分析等を実施し、コストの意識改革を図った。 
 

＊収支の改善状況（収入増やコスト削減の取組状況） 

○「７：１看護体制」への移行に伴う増収 
平成１８年度から「看護師確保プロジェクトチーム」を組織するなど看護師確保に全学的に取

り組み、平成２０年５月に看護配置基準の上位加算（７：１看護体制）を取得した。その結果、

４億２千２百万円の増収を達成した。 

○病院収入の確保 
  病院長のリーダーシップの下、毎年実施している「病院長ヒアリング」において、診療科ごと

に目標値（患者数、病床稼働率、平均在院日数、診療単価、診療費用請求額等）を設定するとと

もに、当該目標の達成に向けて協力要請を行った。また、当該目標の達成状況については、毎月

開催の病院運営委員会等に報告し、当該達成状況が思わしくない診療科には、病院長から改善方

策等について適宜協力要請を行った。 
その結果、平成２０年度の附属病院収益は、診療報酬のマイナス改定にもかかわらず１４６億

４千万円となり、前年度比で１０億１千万円の大幅な増となった。 
○自己収入の増加等 
・診療費用請求漏れ防止対策の一環として、「病院改革にかかるタスクフォース」外来ワーキン

ググループが外来料金カードとカルテとの突合調査や外来診療現場の立入調査を行い、各診療

科に対し調査結果に基づく報告会を開催するとともに、外来料金カードを見直すなど、病院収

入の増収に向けて取り組んだ。 
・医療機器（超音波診断装置、腹腔鏡ビデオスコープ、手術用器械 他多数）を積極的に整備し

増収への対策を講じた。 
○診療報酬請求における「輸血管理料Ⅰ」の取得 
  輸血の安全性を確保できる院内体制の整備及び血液製剤の適正使用の達成基準を満たしたこ

とにより、平成２０年１１月の診療報酬請求から、輸血管理料Ⅰの請求が可能となり、年間約 
２,４００千円の増収が見込まれる。 

○経費の節減 
・医薬品については、ジェネリック医薬品の新規採用及び使い分けの徹底により、１７,５５８千

円（造影剤７,３４９千円、抗がん剤５,３２６千円、抗生剤４,８８３千円）の削減を図った。 
・診療材料費については、特定保険医療材料で約１２％の費用削減を図り、約７０,０００千円を

削減した。 
 

＊地域連携強化に向けた取組状況 

○地域医療総合センター 
地域の病院等への訪問、継続ケア地域連絡会の開催及び合同カンファレンスを継続して実施す

ることにより、地域の医療機関や社会福祉施設等との連携の拡充を図った。 
また、腫瘍センターと協働しＭＳＷが早期に介入する体制を整備し、患者や家族の心理的、社
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会的サポートを充実させた。さらに入退院センターと協働し緊急入院患者の受入体制の整備、空

床の有効活用及び退院支援の充実を図った。 
 

＊その他 
○福利厚生施設の充実 
  病院福利厚生施設のあり方検討プロジェクトチームにおいて、利用者（患者・職員等）に対す

るアンケート調査の結果等を踏まえ、財団法人旭仁会からの資金面での支援の下、一般食堂及び

職員食堂を備えた福利厚生施設棟を新築することとした。また、利用者からの要望に応えて、現

在の病院食堂の跡地に、コンビニエンスストアを設置することを決定した。 
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画   

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 
 
 
 
 
 

Ⅳ 短期借入金の限度額                   

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 
１ 短期借入金の限度額 
   １５億円 
２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に

必要となる対策費等として借入れすることも想定される。 
 

 
１ 短期借入金の限度額 
   １５億円 
２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に

必要となる対策費等として借入れすることも想定される。 
 

 

 

  該当なし 

 

 

 
 
 
 
 

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画         

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 
○ 病棟・診療棟改修及び基幹・環境整備に必要となる経費の長

期借り入れに伴い、本学病棟・診療棟の敷地及び建物について、

担保に供する。 
 

 
 現在のところ、重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画は

ない。 
 

 

重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画はない。 
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Ⅵ 剰余金の使途                      

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 
○ 決算において剰余金が発生した場合は、以下の使途に充て

る。 
（１）教育・研究及び医療の質の向上（施設・設備の充実、要員

等の整備） 
（２）組織運営の改善 
（３）若手教職員の育成 
（４）学生及び留学生等に対する支援 
（５）国際交流の推進 
（６）産学官連携及び社会との連携の推進 
（７）福利厚生の充実 
 

 
○ 決算において剰余金が発生した場合は、以下の使途に充て

る。 
（１）教育・研究及び医療の質の向上（施設・設備の充実、要員

等の整備） 
（２）組織運営の改善 
（３）若手教職員の育成 
（４）学生及び留学生等に対する支援 
（５）国際交流の推進 
（６）産学官連携及び社会との連携の推進 
（７）福利厚生の充実 
 

 

平成２０年度当初目的積立金（剰余金）２６５,４７５千円は、

総合研究棟改修に伴うプレハブ建設工事等に全額執行した。 
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Ⅶ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 

施設・設備の内容 予定額 
（百万円） 財 源 

 
・（医病） 

病棟・診療棟改修

・（医病） 
基幹・環境整備 

・小規模改修 
 

総額 
３，３３８ 

施設整備費補助金 
（５４６）

長期借入金 
（２，７９２）

 
（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成するため

に必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や

老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されるこ

ともある。 
（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として

試算している。 
なお、各事業年度の施設整備費補助金、長期借入金につい

ては、事業の進展等により所要額の変動が予想されるた

め、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等

において決定される。 
 

 

施設・設備の内容
予定額 

（百万円） 財 源 

・総合研究棟改修 
 
・小規模改修 

 
総額 

９６０

施設整備費補助金 

（９２７）

長期借入金 

（  ０）

国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金 

（ ３３）

 
（注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘

案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備

の改修等が追加されることもあり得る。 
 
 

 

施設・設備の内容
決定額 

（百万円） 
財 源 

 

・総合研究棟改修

 

・小規模改修 

 

 

総額 

１，６８９

施設整備費補助金 

１９補正（９２７） 

２０補正（７２９） 

長期借入金 

（  ０） 

国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金 

（ ３３） 

 

 

 
○ 計画の実施状況等 

総合研究棟改修については、平成１９年度補正事業分について、設計業務（建築、設備）の完

了払分及び本体改修工事（建・電・管）の完成に伴う前払金、中間前払金、最終回払い分を支払

った。平成２０年度補正事業分については、設計業務（建築、設備）の完了に伴う最終回払い分

を支払った。 

 小規模工事（営繕事業）については、管理棟屋上防水改修工事（７月１日契約、１０月３日完

成）、病棟他網戸取付工事（７月２３日契約、９月２６日完成）、動物実験施設空調機加熱コイル

取替等工事（９月１０日契約、１０月１５日完成）、看護師宿舎改修工事（建・管）（１月５日契

約、２月１２日完成）、中央診療棟(Ｂ)機械室病理部系統排気設備工事（１月１５日契約、１月

３０日完成）、中央診療棟(Ｂ)病理部切出接写室改修工事（建・電・管）（１月１５日契約、３月

３１日完成）をそれぞれ行い、それに伴う完成払分を支払った。 
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Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

１．教育研究分野の職に任期制を導入するなど、教員の流動性を

向上させるとともに、教員構成の多様化を推進する。 
 

１ 平成１７年度に教育研究分野の職に導入した任期制につい

て、教員に周知徹底する。 
 

教員の任期制について、導入の趣旨、適用者数等の現状を盛り

込んだ学長名の文書及びホームページにより、改めて任期制適用

の拡大に対する理解を求めた。 

 

 

２．職員の適性を考慮し、各種研修に積極的に参加させるなど、

専門的能力を有した人材を育成する。 
 
 

２ 職員の適性を考慮し、各種研修に積極的に参加させるなど、

専門的能力を有した人材を育成する。 
 

（１）診療情報管理士を養成するため、同資格取得を目的とした

専門講座への受講を本学の研修として位置づけ、現在１年目

１名、２年目１名の計２名が受講している。 

（２）人事院北海道事務局主催による「セクシュアル・ハラスメ

ント相談員セミナー及び苦情相談に関する担当者研修会」

「中堅係員研修」「係長研修」「給与実務初任者等研修」「勤

務時間・休暇制度等研修会」に計７名、北海道地区国立大学

法人等の「初任職員研修」「中堅職員研修」「係長研修」「会

計研修」「事務情報化講習会」「人事事務研修」に計２２名、

国立大学協会主催の「部長級研修」「課長級研修」に計２名、

国立大学財務・経営センター主催の「若手職員勉強会」「病

院若手職員勉強会」「医事ワークショップ」に計５名、文部

科学省主催の「看護学教育指導者研修」「看護管理者講習会」

「リスクマネジャー研修」「治験コーディネーター養成研修」

「医療技術関係職員研修」「栄養士研修」「地球観測衛星デー

タ利用セミナー」に計９名、さらに外部機関等が主催する専

門的な研修（パワハラ・セクハラに関する相談事例から学ぶ

実践講座、情報システム研修、教務事務研修会、厚生補導事

務研修会、学生指導研修会、病院事務専門研修、保健師助産

師看護師実習指導者講習会、イギリス看護管理研修、結核医

療研修会、主治医研修、エイズ治療拠点病院医療従事者海外

実地研修、医学教育セミナー、診療参加型臨床実習導入のた

めのクリニカルクラークシップ指導者養成ワークショップ、

ＰＢＬテュートリアルワークショップ）に計２３名参加させ

た。また、放送大学を利用した自己啓発研修を１４名が受講

している。 

（３）ＦＤに関する研修の一環として、以下のとおり実施した。 

①平成２０年７月にＦＤ講演会「スモールグループに対する
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 
コミュニケーションスキル」を開催し、教職員・学生 

１２４名が参加した。 

②平成２０年９月にＦＤワークショップ「授業改善のワーク

ショップ」を開催し、教員２４名が参加した。 

③平成２１年２月にＦＤワークショップ「学生を育むための

コーチング」を開催し、教職員９２名が参加した。 

（４）平成１９年度に引き続き、コ・メディカル職員の研修参加

の意欲を高め、資質の向上を図るため、研修に係る経費は大

学が全額負担とした。 

（５）主任としての立場と責務を自覚させ、職務に対する知識を

深め、問題解決能力の向上を図るため「主任等研修」を平成

２０年１１月に実施し、１６名が受講した。 

（６）ＯＪＴにより職員の資質向上を図るため、仕事の指導的立

場である職員に対し、「部長級研修」「課長級研修」「係長研

修」「看護学教育指導者研修」「看護管理者講習会」「診療参

加型臨床実習導入のためのクリニカルクラークシップ指導

者養成ワークショップ」等に参加させるとともに、「主任等

研修」を実施し、指導者の教育を行った。 

 

３ 組織及び職員個々の活性化のため、国立大学法人等他機関と

の人事交流を積極的に行う。 
 
 

３ 組織及び職員個々の活性化のため、国立大学法人等他機関と

の人事交流を積極的に行う。 
 

他機関との人事交流を以下のとおり行った。 

人事交流該当者：受入２０名（部課長１０名を含む）、出向１

名 
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○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等） 

 

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
（学士課程） 
 
医学部 医学科 
    看護学科 
 

(a) 

(人)

 

５９０ 

２６０ 

 

(b)  

(人) 

 

   ５８２ 

   ２６０ 

 

(b)/(a)×100 

(％)

 

  ９８．６ 

 １００．０ 

 

学士課程 計    ８５０    ８４２   ９９．１ 

（修士課程） 
 
医学系研究科 看護系専攻 
 

 
３２ 

 
３７ 

 
 １１５．６ 

修士課程 計     ３２     ３７  １１５．６ 

（博士課程） 
 
医学系研究科 細胞・器官系専攻 
       生体情報調節系専攻 
       生体防御機構系専攻 
       人間生態系専攻 
       医学専攻 

 
 
    １８ 
    ２８ 
    １０ 
     ４ 
    ３０ 
 

 
 
     ９ 
    ２４ 
     ２ 
     ２ 
    ４７ 

 
 
  ５０．０ 
  ８５．７ 
  ２０．０ 
  ５０．０ 
 １５６．７ 

博士課程 計     ９０     ８４   ９３．３ 

 
※ 医学部医学科の収容定員には、２年次後期編入学分（１０名、１０月入学）を含む。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 計画の実施状況等 
 
○ 学士課程（医学科・看護学科）の充足率は９９.１％であり、基準を満たしている。 

○ 修士課程については、オープンキャンパスを継続して開催するなどにより、充足率は 

１１５.６％となり、平成２０年度においても収容定員を満たした。 

○ 博士課程については、平成１７年度から継続して、収容定員の充足率の向上に向けて組織的に

取り組んでいる。特に、平成２０年度入学者から、経済的負担を軽減するため、授業料の半額相

当を奨学金として支給する制度を創設するなど、改善に向けて積極的に取り組んだ結果、平成 

２０年度の充足率は９３.３％となり、法人化後初めて、基準を満たした。 
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